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１．法人の概要 

 

（１）基本情報 

   〒420-8538 

   静岡県静岡市葵区相生町 12番 18 号 

   学校法人 静岡理工科大学 

   理事長  杉浦 哲 

   TEL：054-200-3333 

   FAX：054-200-5566 

   H P：https://sist-net.ac.jp/ 

 

（２）建学の精神 

本学園は、１９４０年に、“技術者の育成をもって地域社会に貢献する”を建学の精神

として設立された。 
以来、今日までこの精神を継承し、現在、静岡理工科大学を中核に、２つの中学校、２つの

高等学校、６つの専門学校、２つの各種学校からなる総合学園として特色ある教育を行っている。 
 
１９９１年に開学した静岡理工科大学は県内唯一の総合理工系大学として、これまで９，０００

名を超える卒業生を輩出し、「豊かな人間性を基に、『やらまいか精神と創造性』で、地域社会に

貢献する技術者を養成する。」を建学の理念とし、「教養教育」、「専門教育」、「やらまいか教育」

を柱に研究力を高め、モノ作りからコト作りに至るまで学生の主体的な学びを尊重し、企業との

共同研究や地域との連携活動を通じ、専門力だけでなく人間力を育み、理系の思考で産業界を

リードできる柔軟で活発な人材の育成を目指している。  
 
中学校、高等学校では、２０１０年に「静岡北中学校」を、２０１１年には「星陵中学校」を

開校し、それぞれ静岡北高等学校、星陵高等学校とともに、進学をめざす新たな中等教育として、

私立校ならではの「選ばれる」中・高一貫教育を推進している。 
 
専門学校では、絶えず変化する実社会の人材ニーズに合わせ、情報、デザイン、保育、サービス、

医療事務、ビジネス、製菓などの幅広い分野で“職業実践型人材の育成”を目標に、産業界が

求める専門知識や技術の修得に加え、高い人間力を養うためのキャリア教育を展開している。

２０１１年に「浜松日本語学院」、２０１７年には「沼津日本語学院」を開校し、国内の専門学校や

大学への進学を志望する海外の留学生が、高い日本語力を習得して日本と海外との懸け橋となり、

広く世界で活躍出来る人材となれることを願い教育活動を実践している。 
 
本学園は、今後とも静岡県全域に拡がる総合学園としての強みを活かし、「中・高一貫教育」、

「高・大一貫教育」、「高・専一貫教育」といった多彩な教育連携をもって、地域社会に根差し、

地域から日本そして世界で活躍する有為な人材を送り出していきたいと考えている。 
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（３）学校法人の沿革 

昭和 15 年 5 月 静岡県自動車学校開設。 

昭和 27 年 3 月 学校法人として認可を受ける。 

昭和 31 年 4 月 静岡県自動車学校に整備課を設置。 

昭和 37 年 9 月 法人名を学校法人静岡県自動車学園に改称。 

昭和 38 年 4 月 静岡県自動車工業高等学校開校。 

昭和 45 年 7 月 静岡県自動車学校から静岡産業技術専門学校を分離開設。 

昭和 48 年 4 月 静岡産業技術専門学校に電子計算機科を設置し、コンピュータ教育を開始。 

昭和 51 年 4 月 学校教育法(専修学校規程)により静岡産業技術専門学校が専修学校(専門課程)として認可。 

昭和 52 年 6 月 星陵高等学校がグループ校に加入。 

昭和 55 年 4 月 静岡県自動車工業高等学校を静岡北高等学校に校名変更。静岡産業技術専門学校に情報処理科

を設置。 

昭和 57 年 4 月 静岡北高等学校に普通科を設置。 

昭和 58 年 4 月 沼津情報専門学校開校。 

昭和 59 年 9 月 静岡文化服装専門学校がグループ校に加入し、静岡文化専門学校に校名変更。 

昭和 60 年 4 月 浜松情報専門学校開校。 

昭和 63 年 4 月 静岡北高等学校に工業技術科を開設。星陵高等学校に英数科を開設。 

平成元年 4 月 静岡産業技術専門学校新校舎完成。 

平成 2 年 4 月 静岡北高等学校に理数科を開設。 

平成 2 年 7 月 学校法人静岡県自動車学園より学校法人静岡自動車学園が分離。 

平成 2 年 12 月 学校法人静岡県自動車学園を学校法人静岡理工科大学に改称。 

平成 3 年 4 月 静岡理工科大学開学。 

平成 6 年 3 月 静岡産業技術専門学校、沼津情報専門学校、浜松情報専門学校の校舎を増築。 

平成 7 年 1 月 文部省（当時）より当学校法人の専門学校の当該課程を修了した者を「専門士」と称すること

が認定される。 

平成 8 年 4 月 静岡理工科大学に大学院を開設。 

平成 9 年 4 月 静岡文化専門学校を静岡デザイン専門学校に校名変更。 

平成 9 年 6 月 静岡デザイン専門学校新校舎完成。 

平成 10 年 12 月 静岡北高等学校新校舎完成。 

平成 11 年 4 月 静岡理工科大学に情報システム学科を開設。 

平成 12 年 4 月 静岡北高等学校に国際コミュニケーション科を開設。 

平成 13 年 4 月 静岡北高等学校、星陵高等学校から静岡理工科大学への高・大一貫教育を開始。 

平成 17 年 4 月 浜松情報専門学校が浜松駅前に新校舎を建設し移転。 

平成 20 年 4 月 静岡理工科大学に総合情報学部を開設し、併せて、情報システム学科募集停止。 

静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校、静岡デザイン専門学校浜松校を開校。 

平成 22 年 4 月 静岡北中学校開校。 

沼津情報専門学校を沼津情報・ビジネス専門学校に校名変更。 

平成 23 年 2 月 星陵高等学校新校舎完成。 

平成 23 年 4 月 星陵中学校開校。 

静岡デザイン専門学校浜松校を専門学校 浜松デザインカレッジに校名変更。 

平成 23 年 10 月 浜松日本語学院開校。 

平成 28 年 4 月 沼津情報・ビジネス専門学校が沼津駅南に新校舎を建設し移転。 

平成 29 年 4 月 静岡理工科大学に建築学科を開設。 

沼津日本語学院開校。 
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令和 3 年 4 月 浜松情報専門学校を浜松未来総合専門学校に校名変更。 

浜松日本語学院が新校舎を建設し移転。 

令和 4 年 4 月 静岡理工科大学に土木工学科を開設。 

 

 

（４）設置する学校・学部・学科等 

 

学 校 名 開校年月日 学 部・学 科 等 摘  要 

静岡理工科大学 平成 ３年 ４月 理工学部、情報学部  

静岡理工科大学大学院 平成 ８年 ４月 理工学研究科修士課程  

静岡北高等学校 昭和３８年 ４月 理数科、国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科、普通科  

星陵高等学校 昭和５０年 ４月 普通科、英数科 昭和５２年６月合併 

静岡北中学校 平成２２年 ４月   

星陵中学校 平成２３年 ４月   

静岡産業技術専門学校 昭和４５年 ７月 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科、みらい情報科、 

CG 技術科、ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科、 

建築科、CAD ﾃﾞｻﾞｲﾝ科、 

医療事務科、こども保育科 

 

沼津情報・ビジネス専門学校 昭和５８年 ４月 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科、ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科、 

高度 IT ﾋﾞｼﾞﾈｽ科、CG ﾃﾞｻﾞｲﾝ科、 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ科、医療事務科、 

公務員科（1年制）、公務員科（2年制）、 

国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ科、こども保育科、 

製菓・製パン科 

 

浜松未来総合専門学校 昭和６０年 ４月 

ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科、ﾒｲｸ･ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ科、 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ科、ｾｷｭﾘﾃｨﾈｯﾄﾜｰｸ科、 

AI×ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科、ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科、 

CAD ﾃﾞｻﾞｲﾝ科、国際 IT・CAD 科、 

医療事務科、国際観光・ﾋﾞｼﾞﾈｽ科、 

国際 IT ﾋﾞｼﾞﾈｽ科、未来こども科、 

こども保育科、国際介護福祉科 

 

静岡デザイン専門学校 昭和 ２年 ２月 

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ科、ﾌｧｯｼｮﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ科、 

ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ･ﾋﾞｭｰﾃｨｰ科、ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科、

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ科、ｲﾝﾃﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ科、   

ﾌﾗﾜｰﾃﾞｻﾞｲﾝ科 

昭和５９年９月合併 

静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校 平成２０年 ４月 
国際ｴｱﾗｲﾝ科、観光・ﾎﾃﾙﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ科、 

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科、国際交流科 

 

専門学校 浜松デザインカレッジ 平成２０年 ４月 ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科  

浜松日本語学院 平成２３年１０月 日本語科  

沼津日本語学院 平成２９年 ４月 日本語科  

 

-3-



（５）学校・学部・学科等の学生数の状況 

  （令和４年５月１日現在）（単位：人） 

学 校 名 学 部・学 科 入学定員 入学者数 収容定員 現員数 摘  要 

静岡理工科大学 

理工学部 ― ― ― ―  

 機械工学科 ７５ ４４ ３００ ２６４  

 電気電子工学科 ６０ ４４ ２４５ ２４１  

 物質生命科学科 ５５ ４３ ２２５ ２０３  

 建築学科 ５０ ４０ ２００ １８４  

 土木工学科 ５０ ３１ ５０ ３１ 令和４年４月学科新設 

理工学部 計 ２９０ ２０２ １，０２０ ９２３  

情報学部 １３０ １２１    ―    １２９  

 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ学科 ― ― ２３０ １９３  

 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 ― ― ２８０ １８６  

情報学部 計 １３０ １２１ ５１０ ５０８  

大学 計 ４２０ ３２３ １，５３０ １，４３１  

静岡理工科大学   

大学院 

理工学研究科 

修士課程 
― ― ― ―  

 ｼｽﾃﾑ工学専攻 １５ ３７ ３０ ６５  

 材料科学専攻 １０ １３ ２０ １８  

大学院 計 ２５ ５０ ５０ ８３  

大学 合計 ４４５ ３７３ １，５８０ １，５１４  

静岡北高等学校 

理数科 ９０ １４５ ２７０ ４３３  

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科 ４０ ３３ １２０ ７７  

普通科 ３１０ ２４６ ９３０ ７５９  

学校 計 ４４０ ４２４ １，３２０ １，２６９  

星陵高等学校 

普通科 １６０ １１８ ４８０ ３５０  

英数科 ２４０ ４０９ ７２０ １，０６６  

学校 計 ４００ ５２７ １，２００ １，４１６  

高等学校 合計 ８４０ ９５１ ２，５２０ ２，６８５  

静岡北中学校 
 ６０ ７２ １８０ ２１８  

学校 計 ６０ ７２ １８０ ２１８  

星陵中学校 
 ６０ ７０ １８０ ２１８  

学校 計 ６０ ７０ １８０ ２１８  

中学校 合計 １２０ １４２ ３６０ ４３６  

静岡産業技術      

専門学校 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科 ４０ ８７ ８０ １５１  

みらい情報科 ２５ ３０ １００ １１７  

CG 技術科 ３０ ４８ ９０ １０９  

ｹﾞ-ﾑｸﾘｴｲﾄ科 ３０ ４７ ９０ １２７  

建築科 ３０ ４３ ６０ ８２  

CAD ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ２４ ４０ ４４  

医療事務科 ２０ ３１ ４０ ５８  

こども保育科 ２０ ２５ ６０ ７１  

学校 計 ２１５ ３３５ ５６０ ７５９  
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学 校 名 学 部・学 科 入学定員 入学者数 収容定員 現 員 数 摘  要 

沼津情報･ﾋﾞｼﾞﾈｽ   

専門学校 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科 ４０ ５８ ８０ １１９  

ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科 ２０ ３１ ６０ ８９  

高度 IT ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ２０ ２２ ８０ ８９  

CG ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ３０ ６０ ８７  

ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ２０ ２７ ４０ ６４  

医療事務科 ２０ ２８ ４０ ４８  

公務員科（1年制） １０ ４ １０ ４  

公務員科（2年制） １０ １２ ２０ ３７  

国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ２０ １０ ６０ ３８  

こども保育科 ２０ ３０ ６０ ７７  

製菓・製パン科 ３０ １４ ６０ ３５  

学校 計 ２３０ ２６６ ５７０ ６８７  

浜松未来総合 

専門学校 

ｸﾞﾗﾌｨｯｸデザイン科 ２０ ４１ ４０ ７７ 令和３年４月学科新設 

ﾒｲｸ･ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ科 ２０ １７ ４０ ３７  

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ科 ２０ ２４ ４０ ４５ 令和３年４月学科新設 

ｾｷｭﾘﾃｨﾈｯﾄﾜｰｸ科 ２０ ２５ ４０ ５０  

AI×ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科 ５０ ８２ １００ １６１  

ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科 ２５ ２２ ７０ ７６  

CAD ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ １８ ４０ ４９  

国際 IT・CAD 科 ２０ １４ ４０ ４２  

医療事務科 ２５ １４ ５０ ４８  

国際観光・ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ２０ ２０ ４０ ４０  

国際 IT ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ― ― ４０ ２９ 令和３年４月募集停止 

未来こども科 ４０ ２３ ８０ ４１  

こども保育科 ― ― ２０ １７ 令和３年４月募集停止 

国際介護福祉科 ３０ １１ ６０ ２５  

学校 計 ３１０ ３１１ ７００ ７３７  

静岡ﾃﾞｻﾞｲﾝ   

専門学校 

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ２０ ３２ ４０ ５５  

ﾌｧｯｼｮﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ １３ ６０ ５４  

ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ･ﾋﾞｭｰﾃｨｰ科 ３０ ３６ ６０ ７６  

ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ６０ ８７ １８０ ２５９  

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ２０ ６０ ５８  

ｲﾝﾃﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ２４ ６０ ６７  

ﾌﾗﾜｰﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ２４ ４０ ３８  

学校 計 １９０ ２３６ ５００ ６０７  

静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･       

ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校 

国際ｴｱﾗｲﾝ科 ３０ ３０ ６０ ６２  

観光・ﾎﾃﾙﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ科 ３０ ４５ ６０ ９４  

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科 ３０ ３５ ６０ ６４  

国際交流科 ２０ ２０ ６０ ６８  

学校 計 １１０ １３０ ２４０ ２８８  

専門学校 

浜松ﾃﾞｻﾞｲﾝｶﾚｯｼﾞ 
ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ― ― ３０ ３９ 令和３年４月募集停止 

 学校 計 ― ― ３０ ３９  

専門学校 合計 １，０５５ １，２７８ ２，６００ ３，１１７  
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学 校 名 学 部・学 科 入学定員 入学者数 収容定員 現 員 数 摘  要 

浜松日本語学院 
日本語科  ― ２８４ ３３７ ２８７ 入学定員の定めなし 

学校 計 ― ２８４ ３３７ ２８７  

沼津日本語学院 
日本語科 ― １４３ １５０ １４４ 入学定員の定めなし 

学校 計 ― １４３ １５０ １４４  

各種学校 合計 ― ４２７ ４８７ ４３１  

学 校 法 人 合 計 ２，４６０ ３，１７１ ７，５４７ ８，１８３  
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（６）収容定員充足率 

 （毎年度５月１日現在）（単位：人） 

学 校 名 令和４年度 令和３年度 令和２年度 令和元年度 平成３０年度 

静岡理工科大学 ９４％ １０３％ １１１％ １０５％ １０１％ 

静岡理工科大学大学院 １６６％ ９８％ ５６％ ６２％ ６８％ 

静岡北高等学校 ９６％ ９２％ ８８％ ７８％ ８６％ 

星陵高等学校 １１８％ １１４％ １１６％ １２０％ １１４％ 

静岡北中学校 １２１％ １１７％ １０７％ ９８％ ８９％ 

星陵中学校 １２１％ １１７％ １１１％ １１１％ １１４％ 

静岡産業技術専門学校 １３６％ １１８％ １０５％ ９４％ ９２％ 

沼津情報・ビジネス専門学校 １２１％ １２１％ １１９％ １１７％ １１０％ 

浜松未来総合専門学校 

（旧：浜松情報専門学校） 
１０５％ １１４％ １０５％ ９３％ ８０％ 

静岡デザイン専門学校 １２１％ １１５％ １１２％ １０５％ １０２％ 

静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校 １２０％ １３１％ １３６％ １３５％ １２４％ 

専門学校 浜松デザインカレッジ １３０％ ９４％ ９６％ ８１％ ６８％ 

浜松日本語学院 ８５％ ５６％ ４３％ ５９％ ８１％ 

沼津日本語学院 ９６％ ６０％ ３８％ ７９％ ９０％ 
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（７）役員の概要 

（令和５年３月３１日現在） 

                            定員数 理事 １３～１５名、監事 ３名 

区  分 氏  名 常勤・非常勤の別 摘   要 

理 事 長 杉浦  哲 常  勤 
令和 ３年１０月 副理事長就任 

令和 ４年 ６月 理事長就任 

常務理事 藤浪 和夫 常  勤 令和 元年１０月 常務理事就任 

理  事 渡邉 一洋 常  勤 平成３１年 ４月 理事就任 

理  事 髙橋  仁 常  勤 令和 元年１０月 理事就任 

理  事 梅村 博之 常  勤 令和 ４年１０月 理事就任 

理  事 外山 浩介 非 常 勤 

平成１８年 ２月 常務理事就任 

平成２２年 ４月 専務理事就任 

平成２３年１０月 理事長就任 

平成２９年 ９月 理事長退任 

理  事 鈴木 與平 非 常 勤 平成 元年 １月 理事就任 

理  事 後藤 康雄 非 常 勤 平成 元年 ３月 理事就任 

理  事 脇本 省吾 非 常 勤 平成２５年１０月 理事就任 

理  事 木村 雅和 常  勤 令和 ４年 ４月 理事就任 

理  事 青山藤詞郎 非 常 勤 平成２７年１０月 理事就任 

理  事 杉本 浩利 非 常 勤 平成２７年１０月 理事就任 

理  事 志田 洪顯 非 常 勤 平成２８年 ２月 理事就任 

理  事 佐藤 滋美 非 常 勤 平成３０年 ４月 理事就任 

監  事 中村 元保 非 常 勤 平成２７年１０月 監事就任 

監  事 望月 裕之 非 常 勤 平成２９年１０月 監事就任 

監  事 新井 英治 非 常 勤 令和 ３年１０月 監事就任 

 私立学校法第４４条の２では、役員（理事及び監事）は、その任務を怠ったときは、学校法人

に対し、これによって生じた損害を賠償する責任を負うものとされている。これを受けて本法人

は、学校法人静岡理工科大学寄附行為（以下、「寄附行為」という。）において、責任限定契約に

関する条項を設けた上で、次の措置を講じている。 
【責任限定契約の締結】  
 本法人と、本法人の非業務執行理事（非常勤理事）及び監事とは、寄附行為第４３条の３に基

づき、損害賠償責任を限定する「責任限定契約」を締結している。当該契約に基づく損害賠償責

任の限度額は、理事：660,000 円、監事：1,260,000 円と、私立学校法で定める最低責任限度額の

いずれか高い額としている。 
【役員賠償責任保険への加入】 

 本法人は、東京海上日動火災保険株式会社との間で、本法人のすべての理事及び監事を被保険

者として「役員損害賠償責任保険契約」を締結（日本私立大学協会を契約者とする私大協役員賠

償責任保険制度に加入）しており、被保険者である理事及び監事がその職務の執行に関し責任を

負うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じる損害について、保険期間

中（1 年間）の総支払限度額を 3 億円として補填することとしている。なお、保険加入について

は、私立学校法に基づき、理事会の決議を経て契約を締結し、更新を行っている。 
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（８）評議員の概要 

評議員 ３０人（令和５年３月３１日現在） 
理事長  杉浦 哲、  常務理事 藤浪 和夫、 理事   渡邉 一洋、 
理事   髙橋 仁、  理事   梅村 博之、 理事   外山 浩介、  
理事   鈴木 與平、 理事   後藤 康雄、 理事   脇本 省吾、  
理事   木村 雅和、 理事   青山 藤詞郎、理事   杉本 浩利、  
理事   志田 洪顯、 理事   佐藤 滋美、 
小澤 哲夫、 石田 隆弘、 幸谷 智紀、   他１３人 

 

 

（９）教職員の概要 
（令和５年３月３１日現在）（単位：人） 

区 分 学校法人 法 人 室 監 査 室 企画調査室 
事務 

集約センター 

教員（本務） ― ― ― ― ― 

職員（本務） ３ ２３ ３ ６ ３ 

計 ３ ２３ ３ ６ ３ 

 

区 分 

専門学校・ 

日本語学院事業室 
静岡理工科大学 静岡北高等学校 星陵高等学校 静岡北中学校 

教員（本務） ― ８１ ６２ ６２ １３ 

職員（本務） ４ ４８ １０ ９ ３ 

計 ４ １２９ ７２ ７１ １６ 

 

区 分 星陵中学校 
静岡産業技術 

専門学校 

沼津情報・ビジネス

専門学校 

浜松未来総合 

専門学校 

静岡ﾃﾞｻﾞｲﾝ 

専門学校 

教員（本務） １３ ２３ ２４ ２３ ２５ 

職員（本務） ２ ７ ８ ８ １０ 

計 １５ ３０ ３２ ３１ ３５ 

 

区 分 
静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･

ﾘｿﾞｰﾄ専門学校 

専門学校 

浜松ﾃﾞｻﾞｲﾝｶﾚｯｼﾞ 
浜松日本語学院 沼津日本語学院 合  計 

教員（本務） １６ ４ １０ ５ ３６１ 

職員（本務） ７ ２ ７ ５ １６８ 

計 ２３ ６ １７ １０ ５２９ 
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(10)各校の施設等（建物・土地等）の状況

土地 （令和５年３月３１日現在）

555.45  学校法人

1,633.51  同 上

2,003.90  同 上

92,247.89  静岡理工科大学

41,206.58  静岡北高等学校、静岡北中学校

94,761.19  星陵高等学校、星陵中学校

2,818.18  静岡産業技術専門学校、静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校

2,760.74  沼津情報・ﾋﾞｼﾞﾈｽ専門学校、沼津日本語学院

 浜松市中区中央3丁目10番31号 1,151.79  浜松未来総合専門学校、専門学校　浜松ﾃﾞｻﾞｲﾝｶﾚｯｼﾞ

1,191.00  静岡ﾃﾞｻﾞｲﾝ専門学校

642.66  浜松日本語学院

240,972.89

土地（収益事業用地） （令和５年３月３１日現在）

2,892.98  沼津収益事業用地

2,892.98

 静岡市葵区鷹匠2丁目19番15号

合　　　　計

 沼津市西条町17番地1

 袋井市方丈3丁目3番13　他

 静岡市葵区瀬名5丁目14番1号

 浜松市中区中央3丁目10番8号

面積（㎡）所　　　　在　　　　地 備　　　考

 静岡市葵区宮前町110番11号

 富士宮市星山1068番地

 静岡市葵区御幸町20番　他

 袋井市豊沢2200番地の2

 静岡市葵区宮前町114番地2　他

合　　　　計

所　　　　在　　　　地 面積（㎡） 備　　　考

 沼津市西条町5番地1､17番地1
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校舎等 （令和５年３月３１日現在）

 職員住宅 165.30  学校法人

165.30

 教育棟 8,546.46  静岡理工科大学

 研究実験棟 9,095.69  同 上

 管理棟 2,120.79  同 上

 建築学科棟 2,696.26  同 上

 土木工学科棟 3,297.47  同 上

 学生ホール 1,037.32  同 上

 やらまいか創造工学センター 1,267.66  同 上

 先端機器分析センター 626.25  同 上

 工作センター 308.81  同 上

 夢創造ハウス 628.14  同 上

 エンジン実験棟 101.25  同 上

 クリエイティブハウス 377.99  同 上

 エアプレーンショップ 117.57  同 上

 環境実験棟 112.51  同 上

 構造実験棟 260.11  同 上

 土木実験棟 483.37  同 上

 体育館 2,433.39  同 上

 クラブハウス棟 496.09  同 上

 倉庫 99.37  同 上

 物置 29.44  同 上

 物置 28.05  同 上

 屋外トイレ 9.98  同 上

34,173.97

 校舎 8,713.54  静岡北高等学校、静岡北中学校

 校舎 2,309.72  同 上

 新和館 1,747.00  同 上

 機械室 17.98  同 上

 体育館 2,462.60  同 上

 武道場 1,391.70  同 上

16,642.54

 校舎 10,985.91  星陵高等学校、星陵中学校

 校舎 3,076.74  同 上

 体育館 2,229.06  同 上

 体育館 840.00  同 上

 武道場 773.95  同 上

 寄宿舎 1,695.54  同 上

 クラブ部室 64.80  同 上

 機械室・倉庫 98.25  同 上

 機械室 10.00  同 上

 倉庫　他 475.58  同 上

20,249.83

 校舎 5,472.09  静岡産業技術専門学校、静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校

5,472.09

 校舎 5,743.75  沼津情報・ﾋﾞｼﾞﾈｽ専門学校、沼津日本語学院

5,743.75

 校舎 5,299.10  浜松未来総合専門学校、専門学校　浜松ﾃﾞｻﾞｲﾝｶﾚｯｼﾞ

 物置 7.36  同 上

5,306.46

 校舎 2,818.33  静岡ﾃﾞｻﾞｲﾝ専門学校

2,818.33

 校舎 3,063.54  浜松日本語学院

3,063.54

93,635.81

浜松未来総合専門学校、専門学校　浜松ﾃﾞｻﾞｲﾝｶﾚｯｼﾞ、浜松日本語学院　計

静岡デザイン専門学校　計

 浜松市中区中央3丁目10番31号

静岡理工科大学　計

静岡北中学校・高等学校　計

 静岡市葵区宮前町110番11号

 静岡市葵区鷹匠2丁目19番15号

 浜松市中区中央3丁目10番8号

浜松日本語学院　計

合　　　　計

備　　　考施設等（建物名称）

 沼津市西条町17番地1

面積（㎡）

星陵中学校・高等学校　計

 静岡市葵区瀬名5丁目14番1号

 富士宮市星山1068番地

 袋井市方丈3丁目3番地13

所　　　　在　　　　地

学校法人　計

 袋井市豊沢2200番地の2

静岡産業技術専門学校、静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校　計

沼津情報・ビジネス専門学校、沼津日本語学院　計
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２．事業の概要 

 

（１）2022 年度経営基本方針 

2022年度の部門方針、所属方針、並びに事業計画を策定して頂くにあたり、私が日頃考えている

ことを以下の通り取り纏めました。2022年度の部門方針、所属方針、事業計画策定のご参考となれ

ば幸いです。 

 

【どの様な学園を目指すのか？】 

毎年言っていますが「技術者の育成を以て地域社会に貢献する」を私なりに読み替えた『フェア

でオリジナリティの高い教育・研究活動を通じて地域社会に貢献し、学生・生徒と共に継続して

成長し続ける総合学園作り』を勇気と自信を持って、周りの皆さんと一緒に目指して下さい。 

 

仕事は「やらされて」するのではなく、「主体的に自分ゴト」として捉え、失敗を怖れずに

チャレンジし、努力の結果として成果を上げ、周りからも評価され、達成感を感じ取り、学生・

生徒、自分自身も、そして組織も成長した、と感じることが出来るワクワクするような経験を多

くの皆さんが持てる学園を目指します。 

 

【コロナ禍から学んだ事】 

コロナ禍という未曽有の難題に遭遇した中、皆さんそれぞれ色々なことを考えられたと思います。 

私が強く感じたことは、「学校＝教育」を止めてはならない、という皆さんの崇高な 強い決

意のもと、他校よりも先んじて緻密なコロナ対策を立て、本格的なオンライン授業を開始するこ

とが出来たことです。このことについては、大いに自信を深め、誇りに思って良いと心から思い

ます。昨年度よりも入学志願者数が増えていることは、我々の行動が評価されている裏付けだと

思います。 

 

他方、オンライン授業については、コロナ禍が起こる前から、新しい教育形態として検討に値

する、という考えがありましたが、実現には至りませんでした。コロナ禍が、火事場の 馬鹿力

的な効果を発揮したからなのでしょうか？  

 

学園を取り巻く不確実性は益々増大し、環境は急激に､加速度的に変わろうとしています。 こ

れまでと同じ努力の先には、これまでの様な成功はあり得ない、との危機感を強く感じています。

先の見通しが付きにくい時であるが為に、変化や危機感に気後れし、我々の周囲に存在する、や

らねばならない課題に対し、やれない・やらない理由を挙げて、手つかずに 放置していること

は無いでしょうか？「コロナ禍前のオンライン授業」的なことが存在していることはないでしょ

うか？知らず知らずの内に我々自身、周囲に壁というか殻をつくり「井の中の蛙」に逆戻りして

いる、ということは無いでしょうか？ 
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現在の延長線上から未来を考えると、現在の枠組を超越したことを想像するのが難しく、又、

目標設定も甘くなりがちとなることが懸念されましたので、第 4 次中期経営計画策定に於いては、

各部門長には； 

＊グループビジョンをベースに部門ビジョンを策定 

＊三大コア要素ごとに、5 年後の姿、基本戦略、評価指数と 5 年後のゴールを 

「未来のあるべき姿から」「未来を起点に」「未来から現在に逆算する」思考法である 

バックキャスティング思考で、多くの方に参画して貰い、策定するように依頼しました。 

     註）三大コア要素：｢学園の総合力と多様性を活かした地域発展への貢献｣、 

「心躍るような学園文化の醸成」、 

「継続的な教育サービスの質向上への投資を可能とする財務基盤確立」 

 

【2022 年度 我々はどう変わるべきか？】 

2022 年度は第４次中期経営計画の初年度であり、５カ年計画を順調に離陸させる重要な年度

です。2022 年度には大学土木工学棟が竣工・開設します。又、アメニティにも配慮した新教育

棟も23年 12月にはオープンします。そして2024 年４月には御幸町キャンパスがオープンします。 

これまでに無いペースで大型投資案件が動き始めます。特に御幸町プロジェクトは学園のラン

ドマークとして、学園の総力を上げて地域社会に貢献する拠点となります。舞台装置は整い、県

内での注目度は上がり、本学園の認知度、ブランドが大きく拡がり、無形の資産として学園内各

校に大きなプラスとなり明るい未来の扉を開くのが 2022 年度である、と思います。 

 

第３次中期計画は、部門を問わず学園職員一人ひとりのたゆまぬ尽力と熱意に支えられ、右肩

上がりの成果を上げましたが、第３次計画と同じことをしたから、と言って同じ様な成果が上が

る保証はありません。変化の渦中にいると変化に気づくのは意外と難しいものです。そして、気

づいた時には既に手遅れの状況になっている、ということは良くあります。 

 

2022 年度は「見える化」・「物差し」・「情報の共有化」に目を配り、更にギアを上げて教育の

質向上に取り組み、学生・生徒が卒業する時に自分を成長させてくれた、と思って貰える様に、

そして社会がアフターコロナ・ウィズコロナとなっても、選ばれる学園であり続ける様に邁進し

て頂きたいと思います。 

 

2022 年度の部門方針、所属方針、事業計画の策定に当たっては、それぞれ幾つかの施策を策

定し、目標が設定されますが、その際、その目標がどの程度達成されたかを測る「物差し」も同

時に策定することを是非励行して下さい。「物差し」を作成することで、目標自体と目標に至る

道筋が「見える化」され、施策そのものの合理性・納得性が高まり、折りに触れて進捗状況を「物

差し」で測り、必要に応じ軌道修正を行えば、結果として目標達成度が上がります。特に問題が

生じた場合などは、日頃から「情報の共有化」に努め暗黙知を集合知・実践知へと変化させてい

れば、一人で問題を抱え込むこともなく、周囲の協力を得て、素早く正しい対応を取り、良い成

果を得ることに繋がります。そして学生・生徒、学園、そして皆さんが成長した､と実感出来る

「三方良し」の素晴らしい学園になるのではないでしょうか。 
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【2022 年度をどのような年にするのか】 

2022 年度は、勇気と自信を持ってやるべき施策の目標達成にチャレンジして下さい。多くの

仲間と情報を共有する様に注力して下さい。そして学園内の「繋がり」を強く、太くして下さい。

これまで、ことある毎に申し上げている一体感の醸成です。 

 

一体感とは自分の考えを仲間に発信するだけではなく、仲間が発信していることをしっかりと

受け止め、自分ゴトとして考えることも一体感である、と思います。その様にして一体感が醸成

されれば、一人ひとりが抱えていた成功例、或いは上手く行かなかったことなどが参考事例となり、

それが良い意味での連鎖反応を起こし、改善・改革のスピードが格段と速くなり、学園全体の質

が向上し、新たなる価値の創出が可能になると共に、働き方改革も含め働きやすい職場環境の創出

にも繋がり、学園全体が正しい方向へと成長し続けることになると思います。 

 

自分自身が思い描く理想像と、学園に求められているものを繋ぎ合わせた未来像に近づく努力

を、危機感を持ちながら、ひたすら継続して積み上げることが学校運営の要諦であると思います。

現状に満足し改善を疎かにした途端に後退が始まることは歴史が教えています。 

 

2022 年度が皆さんご自身の成長と、学生・生徒の成長と、そして学園の成長を実感出来る年

となるように強く望みます。そして心躍る明るい未来に繋がるように、勇気と自信を持って一歩

を踏み出しましょう。  
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≪基本方針と実施項目≫

≪今後の成果と課題≫ ●実施施策 ◎今後の課題

１．教職員の働きやすい職場環境の整備
（１）人事評価制度の見直し

（２）人材育成システムの見直し

（３）風通しの良い職場環境の醸成

（４） 部門採用計画管理と障害者雇用の推進

（５） ダイバシティ推進策の検討と推進

●人事評価の多段階化に先がけ、人材管理システム『カオナビ』を導入し、人事データを体系的に蓄積し
 人材管理をシステム化することにより、評価制度の下地を作った。
◎今後はデータ入力を進め、処遇制度見直しを含め、人事評価制度の見直しを実施する。

●職員懇談会での要望事項でもあったメンタルヘルス研修を、全教職員を対象に実施し好評であった。
◎今後はカオナビ導入により職員情報が一元化されるため、人材育成や研修計画策定に活用していく。
 特に、組織運営の要である管理職の研修を実行する。

◎内部通報に関する規程を一部改訂予定であったが、改定に至らず、令和５年度に実行する。
 また、次の一手研究会及び問題解決力ＷＧの活動をフォローする。

●要員計画に基づく採用活動を展開し３５名の新規職員（内１名が障害者）を採用した。
◎今後は、人材不足による採用難が続く中、直接応募者にアクセスできる採用支援システムを導入し、
 新たな募集チャネル構築を目指す。

●令和４年度はダイバシティ推進までには至らなかった。
◎今後は、在宅勤務制度・副業制度の検討及び育児休暇・介護休暇の利用促進を図る。

１．教職員の働きやすい職場環境の整備

令和４年度 事業報告（法人本部）

１．教職員の働きやすい職場環境の整備
（１）人事評価制度の見直し
（２）人材育成システムの見直し
（３）風通しの良い職場環境の醸成
（４） 部門採用計画管理と障害者雇用の推進
（５） ダイバシティ推進策の検討と推進
２．法人本部の経営支援機能の強化
（１）学園広報戦略の実行
（２）ＩＴシステム構想に基づく対策の検討と実施
（３）業務効率化策の検討及び実施
（４）法人戦略機能の強化
（５）募集部門の学園での一本化
３．学園全体施策の推進
（１） 第4次中期計画の進捗管理
（２） 御幸町プロジェクトの推進
（３） 学園一体感醸成のための施策の実行

≪基本方針と実施項目≫

≪成果と今後の課題≫
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２．法人本部の経営支援機能の強化
（１）学園広報戦略の実行

（２）ＩＴシステム構想に基づく対策の検討と実施

（３）業務効率化策の検討及び実施

（４）法人戦略機能の強化

（５）募集部門の学園での一本化

３．学園全体施策の推進
（１） 第4次中期計画の進捗管理

（２） 御幸町プロジェクトの推進

（３） 学園一体感醸成のための施策の実行

●御幸町キャンパスの広報計画を作成し、新聞広告及びホームページ等で工事の進捗をＰＲした。
◎令和５年度は、新設した広報部を中心に、御幸町広報を含む学園全体の広報機能を強化していく。

●令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響によりSIST交流研修会を開催できなかった。
◎令和５年度は、２回（８月とに11月）実施予定であり、各所属メンバー混合のグループ討議及び交流を
 通じて一体感の醸成を図る。

●中高教務システムについては、一部導入が遅れたがカットオフできた。これにより全部門の教務
 システムが稼働できた（大学：アクティブアカデミー、専門：さくらシステム）。
◎今後は、所属・部門のニーズ及び学園全体のニーズを踏まえＩＲ(institutional research)を進めていく。
◎法人基幹システムの見直しは検討できなかったため、令和５年度は、業務処理の根本的な見直し作業
 に着手する。
◎情報セキュリティ規程の見直しに着手したため、令和５年度は、リリースに向け準備する。

●経理伝票をＷＥＢフロー化し、ペーパーレス化を実施した。
◎今後は、人事研修・物品棚卸・学費収納業務の各ＤＸ化を実施し、業務効率化を推進する。また、
 戦略的購買、⻑期的な修繕計画に基づく修繕機能を強化するため、管財機能を総務課に移管する。

●令和５年４月１日付けで、業務運営支援部門と経営戦略部門を明確に分離し、それぞれ業務推進部
 と経営戦略部として組織改編を実行した。また、広報担当を広報部に格上げし、メディアとの関係
 強化を含め、学園のブランド力向上を図る。

◎募集機能を強化するため麻生塾を参考に募集部門の一本化及び募集ツールの一部内製化の検討を開始する。
 そのために、各所属の現状を把握しメリット・デメリットを整理し、具体的な制度設計を実施する。

●御幸町推進準備室の活動に積極的に関与し、内容の検討を進めた。中部地区における企業や行政などの
 ニーズを把握するため、令和４年９月より企業回りを実施し、学園のシーズとのマッチングの可能性を
 詰めた。また、建物実施設計、什器備品・設備関係の仕様を決定し、導入に向けた作業を進めた。
◎令和６年４月開設の御幸町キャンパスに向け、実行可能な諸機能（特に地域連携、産学官連携事業、
 リカレント教育、４Ｆの利活用方法の検討）の詳細を決定し、開設後の組織・推進体制・人員配置・
 会計単位等の制度設計を実施する。

●御幸町キャンパスにおける設備計画の進捗による収支の見直しを図った。
◎ポスト御幸町を見据え、１０年後・２０年後の⻑期、超⻑期の各学校・各部門のありたい姿・あるべき姿
 を描き、具体的な目指すゴールを確認し意思統一して、一体となって取り組むための⻑期計画を策定する。
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【大学部門】 

 
 「学生募集」「教育・学生支援」「研究・地域貢献」「大学運営」の関する部門方針に沿って事業を実施 

した。 

１ 学生募集 

【施策】 

 「研究力 ＝研究を通して専門力・人間力を

育むこと＝」を基軸としたブランディング活

動に加え、特に学生の成長を“見える化”さ

せた広報、新設学科の土木工学科の広報等を

推進した。また、大学説明会やオープンキャ

ンパス等の各種学生確保イベントは、新型コ

ロナウイルス感染防止対策（人数制限やオン

ライン活用）を講じて実施した。 

【成果・今後の課題】 

学部入試は、土木工学科開設に伴い入学定

員 450 名（入学目標 465 名）とした。しかし  

志願者数は 1,838 名、実志願者数は 764 名とそれぞれ前年度入試を下回った。なお、合格者数は、前

年度入試より 151 名増の 1,410 名（実合格者数は 718 名）としたが、受験者動向等の変化により、推

薦入試では概ね想定した人数を確保しつつも、一般入試では併願校との競合激化もあり、結果として、

入学者数は 356 名(前年度入試より 33名増加)に留まり、3 年連続の目標未達成となった。情報学部は

入学定員を確保したが、理工学部は建築学科を除く 4学科で入学定員が未達成となり、新設学科の土

木工学科においては 13名の入学生受入れに留まった。なお、大学院入試は、3年連続入学定員（25名）

を大幅に上回る入学生を確保できた。 

今後、総合型選抜入試（旧：AO入試）の拡充、在学生の参画を含めた、本学の強み（魅力）を受験

生にしっかり伝えきる広報活動の更なる展開、歩留率向上の対策等が課題となる。 

２ 教育・学生支援 

（１）進路状況 

【施策】 オンラインによる説明会や WEB 面接

対策などの取組みに注力、就職支援活動を実

施した。 

【成果・今後の課題】 

学部 374 名の卒業者（過年度生を含む）の

うち、大学院進学者等を除く就職希望者325名

の就職内定率 98.2%（前年度 98.3％）、就職率

94.9%（前年度 91.9％）であった。今後、大学

が推奨する高評価を受ける企業等への就職希

望者に対する企業研究を行う機会や接点等の

支援拡充、低学年時より各人の将来や進路に  

関する意識を持たせる支援拡充が課題となる。 

（２）退学防止 

【施策】 新入生研修プログラムを拡充し、入学後の学習面、対人関係、生活面のフォローを定期的に

行うプログラム（2、3年生を SA として配置することを含む）を体系化し、実施した。 

【成果・今後の課題】 

退学率は、大学全体で 4.65％（前年度 4.1％）となった。 

今後、新入生研修プログラムにおける学科ニーズに沿った柔軟な対応や、教職員のみならず学生サ 
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ポーター(SA)等に対する研修等の実施が課題となる。 

（３）教育の質の保証 

【施策】 コロナ禍の授業方針として対面授業を基本とし、受講者が 130 名を超える授業等については

遠隔授業を実施した。なお、予習復習、反転授業、オンデマンド教材等、遠隔授業の利点を活かした

効果的な学修方法にも積極的に取り組んだ。 

また、教育の見える化（教員自己評価レポート・授業改善学生アンケート結果の開示）を開始し、

他教員の結果も閲覧、情報共有できる体制を整備した。  

【成果・今後の課題】 

文科省補助金事業「改革総合支援事業」タイプ１：（『Society5.0』の実現等に向けた特色ある教育

の展開）に採択された。 

（４）学生満足度の向上 

【施策】 令和 4 年度卒業生（372 名）に対して、大学に対する満足度調査を実施し、「満足」「やや満

足」と回答した割合は 87.4％（昨年比 5.3％減）だった。卒業生は過去 3年間、コロナ禍での学生生活

を強いられた影響もあるかもしれないが、内訳では「やや満足」の回答が減少した一方、「満足」の回答

は 28.7％（昨年比 3.3％増）と向上した。 

３ 研究・地域貢献 

（１）研究活動 

【施策】 若手教員の研究活性化や学内

における外部研究費獲得のための支援

体制を整備した。 

【成果・今後の課題】 

外部研究費は、178 件(前年度 125 件)、

総額 1 億 8,800 万円(前年度 1 億 3,600 万

円)を獲得し、研究活動が推進された。 

今後、教員個々の研究レベルの向上とと

もに分野横断型グループ研究、異分野融合

型研究の立上げが課題となる。 

 

（２）地域貢献 

【施策】 令和 3 年度にキャンパス内に開設

した「ふくろい産業イノベーションセンター」

と連携し、各種事業（研究・開発支援、啓蒙

活動等）を実施した。また、「藤枝イノベーシ

ョン・コモンズ」では人材育成事業、文化振

興事業等を実施した。 

【成果・今後の課題】 

ふくろい産業イノベーションセンターを介した本学教員と地域企業との共同研究は 5件成立し、技術

相談には 30件対応した。 

今後、ふくろい産業イノベーションセンターによって掘り起こした課題に対して、本学リソースの積

極的な活用、連携による更なる共同研究や共同事業の実施、事業化、製品化への展開が課題となる。 

４ 大学運営 

【施策】 

令和 4年度の土木工学科開設時には間に合わなかった土木工学科棟及び実験棟が、令和 4年 10 月に

竣工した。また、令和 6年 4月の御幸町キャンパス開設時に、情報学部内の 4研究室を移転することを

決定した。 

令和 3年度に法令で定められた第三者評価機関による認証評価を受審し、「適合」評価となったが、

その際の指摘された事項への対応を実施した。 ※ 別添 資料５ の通り。 
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１．県下No.1の専門学校グループとして圧倒的な教育力を構築する
《施策》
  ○ 同一分野での連携に向けて、日常の授業活動に有効な教材の共有・共通化に着手した。
  ○ 授業アンケートの結果を教員個々人へ伝え、授業改善に向けての取組みを行った。
  ○ 退学率4％以下を目指し、AI退学防止ツールを静岡デザイン、産業技術、浜松未来の3校に広げて行った。
  ○ 先進校との交流として、河原学園、KBC学園の文科省委託事業に産業、エアの教員が参画した。
《成果と今後の課題》
  ○

教材の共有化に向けた取組みをスタートさせた。
  ○ 授業アンケート結果を受けて授業改善活動が行われた。
  ○ 初めての新入生プレスメントテストを試行し、新入生

の基礎学力の把握と授業改善への意識化を図られた。
  ○ 日常的な学生観察の意識は高まったが、安定しない。

 2022年度退学率：4.9％（2021年度：5.3％）
 産業3.3%  沼情4.7%  浜未4.8%  静デ8.2%  エア3.5%

  ○ 先進的な教育プロジェクトに参画した教員のスキル
アップだけでなく、全国的な水準を知ることもできた。

  ○ 日本語学院において、シラバス作成の検討、日本語
教師養成講座教育課程の統一カリキュラムを作成した。

 ２．2023年度 目標募集人員を必達させる 
《施策》
  ○ 目標募集人員1275名を達成すべく募集戦略を策定し、各校の組織的に対応した。
  〇 教職員が一体となって学校・学科の魅力を伝える募集活動により、本校希望率の向上に務めた。
  〇 志願者確保に向けたOC参加者数目標を共通したKPI(募集活動指標)とし、募集活動状況の見える化を図った。
  ○ 日本語学院は、コロナの緩和措置に対応したリモートを活用した募集活動を行った。
《成果と今後の課題》
  〇 2023年度専門学校入学者1,243名(対目標97.5%、対定員117.8％)となり、在籍者数は2,980名となった。
  〇 日本語学院の2022年度生としての在留資格交付者数は250名、23年度4月生として192名を確保した。
  〇 募集活動指標により、各校間の募集状況が具に把握でき、早期な対応検討を行う事ができた。
  〇 募集イベント参加者への個別対応をきめ細やかに行い、本校希望率62.4％(2021年度55.3％）とし

前年度より7ポイント上昇させた。

５分野（情報・デザイン・医療事務・保育・マナー）の

専門学校・日本語学院部門 令和４年度 事業報告

１．「県下No.1の専門学校グループとして圧倒的な教育力を構築する」
２．「2023年度募集目標人員を必達させる」

学則定員 専門学校：1,045名 日本語学院：487名（総定員）
当初目標定員総数 専門学校：1,250名 日本語学院：487名
最終目標総数 専門学校：1,275名 日本語学院：487名

３．「就職支援体制を再構築し、学生の満足度の高い就職に向け質的向上を目指す」
４．「学校運営体制、専日グループ経営体制を見直し、柔軟でスピード感を持った組織運営を構築する」
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3 就職支援体制を再構築し、学生の満足度の高い就職に向け質的向上を目指す
《施策》
  〇 就職指導プロセスにおける就職意識の醸成と教員と就職担当との役割を共有した。
  〇 目標企業、重点企業をはじめとした企業とのリレーションレベル向上のための企業営業を行った。
《成果と今後の課題》
  〇 2022年度就職内定率は99.3％(前年97.8％)、

関連職内定率87.0％(前年79.2%）と前年を上回った。
  〇 入学から就職直前までの就職指導プロセス・ステップ

を検討し、段階ごとに指導すべき内容を共通化した。
  〇 就職担当は企業が求める人材像を明示し学生への指導は

教員が担いマッチングを教員、就職担当とで協働した。
  〇 企業とのリレーションレベルを向上させるべく、

単に就職だけでなく、企業が必要とする人材育成などへ
繋げられるよう教員と共に企業訪問を行った。

４．学校運営体制、専門学校グループ経営体制を見直し、柔軟でスピード感を持った組織運営を構築する
《施策》
  〇 校⻑ミーティングにおいて、教員の業務負担軽減が課題提起された。
  〇 前年度作成したグループ広報計画に基づき、グループ広報WGにて実行にむけた活動が行われた。
  〇 分科会（教育・募集・進路）並びにその下のWGにおいて、専門学校・日本語学院事業室が課題抽出や

実行策検討に向けた整理・提言を行った。
《成果と今後の課題》
  〇 教員の負担軽減策の検討・実行を最優先課題とし、教員負担となる業務と軽減策について協議した。
  〇 専門学校・日本語学院グループ広報としてCM、新聞広告を展開し、ポータルサイトの制作を行った。
  〇 教務関連では、プレスメントテストの実施、授業評価アンケートのフィードバック、専門学校の教育連携

に向けた協議、募集では活動指標による日常募集活動の見える化、就職では進路指導プロセスや企業との
リレーションレベル、日本語学院では両校の教育内容の共通化、中期計画に基づく募集戦略の策定と募集、
体制の構築、日本語教師養成講座カリキュラムの統一などの施策立案に各種資料提示、分析、提言を行った。

所属 重点企業 所属 重点企業

産業 株式会社TOKAIホールディングス 静デ 株式会社博報堂プロダクツ

静岡日野自動車株式会社 起立木工株式会社

矢崎部品(株)ものづくりセンター セキスイハイムグループ

木内建設株式会社 株式会社スズショウ

藤枝平成記念病院 株式会社コム・デ・ギャルソン

社会福祉法人あすなろ福祉会 風の子保育園 株式会社日比谷花壇

沼情 IIJエンジニアリング エア スカイマーク株式会社

矢崎総業(株) ANAエアポートサービス株式会社

(株)イースマイルホールディングス ヤマト運輸株式会社

加和太建設(株) 株式会社安心堂

聖隷沼津病院 株式会社大鉄アドバンス

アンドロワ・パレ グランドハイアット東京、アンダーズ東京

浜未 （株）アプライズ   （浜デ）

浜デ トヨタ自動車（株）

住友電装（株）

（株）杏林堂薬局 

遠鉄システムサービス（株）

社会福祉法人 聖隷福祉事業団

専門学校各校の就職内定企業（重点企業）
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中・高部門 令和４年度 事業報告 
★令和４年度 中・高部門 経営方針★ 

1 健全な運営体質を維持する 
2 安定した募集活動を展開するために、県下№１の進学校となる 

3 生きる力を育むために「Ｓ×Ｐ教育」を展開し、他校と差別化を図る 
S×P 教育＝【SDGs（第三段階）活動】＋【STEAM 教育】×【Peer Learning】＋【PBL】 

4 学園内各校と連携した教育を展開することによって、地域・社会に貢献する 
5 通信制課程開設、小学校開校 OR 中学定員増が、学園の発展に貢献できるか調査・分析を行う 

 
１ 学園の健全な運営体質を維持する。 
（１）R５年度募集定員 

静北＝中学６０名・高校４４０名 ／ 星陵＝中学６０名・高校４００名 
（２）R５年度入学生実績 

静北＝中学７２名・高校４８９名 ／ 星陵＝中学６９名・高校４４８名 

（３）R４年度に実施した具体的施策 
1 情報収集能力を向上させ、正確な分析を行い募集活動に活かした。（静北・星陵） 
2 他校の動向を調査・分析し、自校の強みを最大限に広報した。（静北・星陵） 
3 マーケティング力を更に高め、担当教員のプレゼン力を向上させた。（静北・星陵） 
4 新たな「育てていきたい生徒像」を創り、ブランドを再構築した。（静北・星陵） 

（４）R５年度以降の課題 
募集活動は、両校とも計画通りに実行できた。また、中高ミーティング（入学目標数を獲得すること

に特化した合同ミーティング）では、両校の先生方から「共に学ぶ姿勢」が感じられ、その姿勢が R４

は良い結果に結びついたと思う。Ｒ５年度以降の募集活動も、前半戦は PDCA で、後半戦は OODA ル

ープで対応して行きたい。 
 
２ 安定した募集活動を行うために、県下№１の進学校となる。  
（１）R４年度目標 

「共通テスト対策＋G-STEAM 教育＋SDGs 第３段階の活動」により、進学実績を積み上げる。 
（２）R４年度実績 

中高部門目標 結果 目標 結果 
東・京・医 16 4（静北 2・星陵 2） G-MARCH 120 71（静北 10・星陵 61） 
旧帝大 35 4（静北 1・星陵 3） 難関大  108 130（静北 42・星陵 88） 

早・慶・上・理 45 22（静北 2・星陵 20）   
（３）R４年度に実施した具体的施策 
1 質の高い授業・講座を実施し、思考力を養う授業を展開した。（静北・星陵） 
2 英語４技能を育成するための教育を展開した。（静北・星陵） 
3 より深い研究活動によって進学実績を築いた。（静北・星陵） 
4  SDGs 第３段階の活動で、差別化を図った。（静北・星陵） 
5 難関大プロジェクトをスタートした。（静北・星陵） 

（４）R５年度以降の課題 
両校とも計画通りに実行したが、各項目でまだまだ及第点には達していない。その要因として「大学

入試の変化を読み切れなかったこと」と「我々教員の意識が甘かったこと」等が挙げられるので、日々

の研修を通して教員の意識改革を図って行く。 
また、新大学入試に於ける問題出題の傾向が共通テストを含めて、各大学が試行錯誤中なので、予備

校と連携しながら正確な情報を掴み、大学毎の対策を計画・実行することとする。 
 

Ｒ５年度 中・高部門 

入学者数（定員 960） 

合計 充足率 中学 高校 

1,078 112％ (定員＋118) 141 (定員 120) 937 (定員 840) 
Ｒ５年度 中・高部門 

在籍数（定員 2,880） 

生徒数 充足率 過不足  

3,143 (R4＝3,122) 109％(R4＝108％) ＋263(R4＝+242) 
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３ 生きる力を育むためと進学実績を向上させるためにＳ×Ｐ教育を展開し、他校と差別化を図る。 
（１）R４年度目標 

SDGs（第三段階）達成のために、STEAM 教育を重視し、Peer Learning を中心とした PBL（ＡＬ

型）授業を展開することによって、総合型選抜試験にて合格率を約５０％とする。 
（２）R４年度実績 

総合型選抜合格率 静北高 星陵高 
５７％ ５３％ ６１％ 

（３）R４年度に実施した具体的施策 
1  SDGs 第３段階「複雑性の理解」の活動を実践し、差別化を図った。（静北・星陵） 
2  海外提携校とも連携した STEAM 教育を展開した。（静北・星陵） 
3  五感で感じる教育を展開することによって、非認知能力を養った。（静北・星陵） 
4  全ての教育活動で AL 型の参加型教育（PBL）を展開した。（静北・星陵） 
5  活動実績を積み上げることによって進路指導に役立てた。（静北・星陵） 

（４）R５年度以降の課題 
両校とも総合型選抜試験に対応するための実践としては及第点に達しているが、一方で、一般入試に

対応できるだけの学力育成に関しては指導時間が確保できないという現象が起きてしまっている。次年

度以降は、今後の大学入試の方向性を早期に把握し、授業と課外活動とのバランスを取りながら進学指

導を実践することが求められる。 
 
４ 学園内各校と連携した教育を展開することによって、地域・社会に貢献する。 
（１）R４年度目標 

法人内各学校の協力を得ながら、地域の幼稚園・保育園・こども園・介護施設等との教育互恵提携協 
定を締結し、地域と連携した共同研究を実施する。 

（２）R４年度実績 
両校とも募集イベント時には、法人内の学校から担当者を派遣いただき、連携教育を共に発信する 

 ことができた。介護施設関係との連携は、コロナ禍で行動規制がかかり実践できなかったが、通常モー 
ドに戻った時には、介護を希望する生徒に対する地域との連携教育がスタートする準備を整えることが 
出来た。 

（３）R４年度に実施した具体的施策 
1  締結した提携協定に従い、他校種間で様々な教育活動を展開した。（静北・星陵） 
2  地域で行われるイベント等に対し、生徒を派遣した。（静北・星陵） 
3  SSH・星陵ラボで培った知識を基に地域と共同研究を行った。（静北・星陵） 
4  地域住民等を対象にした教育セミナーを開催した。（静北・星陵） 

（４）R５年度以降の課題 
両校とも年度当初に掲げた方策は全て実行できた。また、その他の実施事項として、静北は、静岡理

工科大学中澤教授にご来校いただき、洪水や土砂災害から人命を守るための「ハザードマップ」を作成

し、地域に配布した。星陵では富士宮市北部地区（過疎地域）で行った吹奏楽体験は地域住民から高評

価を頂き、区長を通じて「次年度以降も続けて欲しい」との要望を受けた。今後も、中高生のこのよう

な行動を繰り返すことによって地域・社会に貢献して行きたい。 
 
５ 通信制課程開設、小学校開校 OR 中学定員増が、学園の発展に貢献できるか調査・分析を行う。 
（１）R４年度目標 
 静北＝理数科と国Ｃ科を「一つの科」として再編成するための準備をする。（令和８年度実施予定） 

通信制課程開設に向けて調査・分析を行う。 
 星陵＝小学校を開設するのか、若しくは中学校の定員を増加するのかの調査・分析を行う。 
（２）R４年度実績 
静北＝「科の」再編成は校内で 3 案まで作成している。通信制課程開設は県外視察まで実施した。 
星陵＝市教育委員会から、公立小・中・高の統廃合の情報を収集している。（宮西と宮北 OR 宮東等） 

（３）R５年度以降の課題 
静岡県入試において 60 年以上続く公私 2 対 1 の定員配分、地区毎に実施される公立の統廃合と小中

一貫教育、定員超過校に対する補助金の削減、通信制課程許認可の厳格化等、両校では解決できない部

分があるので、より正確な情報収集と事前準備が重要になって来る。引き続き情報収集に励みたい。 

-22-



（３）中期計画について 

 本学園では、令和４年に、第４次中期計画（令和４年度～令和８年度）を策定した。 
本学園は、大学部門、専門学校部門、中学校・高等学校部門と、大きく３つの部門からなり、平成

２８年度以前の第２次中期計画までは、それぞれの教育特性がある３分野にて、それぞれ独立した中

期計画を策定してきた。 

 しかしながら、変化が激しく不透明な時代において、学園の理念を具現化し、将来に亘って質の高

い教育・研究活動を継続するためには、長期的な視点に立ち学園が一体となり改革を進めていくこと

が必要であると考え、第３次中期計画（平成２９年度～令和３年度）からは、大学、専門、中高の３

分野を統合した学園全体の中期計画を策定し、法人としての全体最適を図ることとした。 

 少子高齢化が加速度的に進行する時代にあって、「技術者の育成をもって地域社会に貢献する」とい

う建学の精神の不易の部分に加え、１０年後の学園のあるべき姿を「総合力と多様な教育で、心躍る

未来を。」として描き、教職員一丸となって目標に向かって邁進しているところである。 

 
①概 要 

      ■建学の精神 

 
 

■１０年後の姿（ビジョン） 

 
 

■第４次中期計画の目標（ＫＧＩ） 

 
 
 
 
 
 
 
 

■第４次中期計画の基本戦略 
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■基本戦略の目標（ＫＰＩ）と主要施策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②進 捗 
■ＫＧＩに対する進捗 

  2022 年度  

2026 年度 

目標（KGI） 
入学者数 3,171 人  3,469 人 
在籍者数 8,183 人  9,209 人 
事業活動収入 9,414 百万円  10,000 百万円 
基本金組入前当年度収支差額 494 百万円  500 百万円 

事業活動収支差額比率 5.3％  5.0% 

大学：学部就職内定率 

   上場企業への就職率 

大学院進学率 

大学院専門的技術職 

98.2% 
15.2% 
10.2% 
100% 

 

100% 
20% 
10% 
100% 

専門：就職率 99.3%  98% 
中高：国公立・医学部合格 97 人  51 人 
中高：難関国公立・私立合格 221 人  273 人 
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■法人本部の重点活動に対する進捗 

 
【御幸町プロジェクトの完成】 
基本戦略 
・学園のランドマークとなる御幸町キャンパスの円滑な開設と運用による地域社会への貢献 
・学園ブランド力の向上 
施策 
・地域協働センター、サテライト・ラボによる産学連携、教育推進室による学園の教育力向上 
・総合学園としての強みを遡及した学園ＰＲの強化 

 
令和４年９月より、御幸町プロジェクトのメイン事業のひとつである「地域協働センター（仮称）」

事業推進に係るメンバーを増員し、まずは中部地区企業のニーズを握するために企業回りをスタート

するとともに、大学等の学園内シーズを把握するため、大学各研究室のヒアリングを実施した。 今

後、行政課題解決などの地域連携活動、企業ニーズと学園シーズのマッチングにより課題を解決する

産学官連携活動、リカレントリスキリング、企業幹部向けのエグゼクテイブ講座などの社会人教育を

中心に詳細設計を完了させ、最終準備段階に入る。また、開設後の組織、陣容などの推進体制の検討

を行う。 
学園ＰＲの強化としては、御幸町キャンパスの広報計画を作成し、令和４年度としては新聞広告や

工事の進捗に合わせたＨＰの更新等により積極的に告知した。令和５年度は、パンフレット作製、

ＹｏｕＴｕｂｅはじめＳＮＳでのＰＲ、業界紙、駅看板等で学園ＰＲ活動を強化していく。 
 
 
【人事制度（働き方改革）の刷新】 
基本戦略 
・教職員が生き生きと業務に邁進し、働き甲斐と幸せを感じられる人事制度の確立 
具体的な施策 
・定年年齢の引き上げと70歳までの雇用確保への法令対応の実施 
・複線型人事制度の導入と報酬制度の見直し 
・ダイバシティ―の推進 
・職場満足度（エンゲージメント）による離職率の低減 
・副業・兼業制度の検討と部分導入 
・自己研修支援制度の拡充とサバティカル制度の部分導入 

 
人事評価制度の見直しについて、中央（Ｃ評価）に評価が集中する傾向があるため、Ｃ評価の多段

階化を検討してきたが、評価システムが電子化されていない等の理由からスムーズな導入が難しいと

判断し、データを様々な形で管理・活用ができるよう、人材管理システムの導入を優先した。今後は

システムを有効に活用し、処遇制度の見直しを含め、人事評価自体の見直しを進める。 
ダイバシティー推進策としては、在宅勤務制度、副業制度等の導入を予定していたが、本格的検討

には至らなかった。今後、これらを含め、定年年齢引き上げ、複線型人事制度等の検討及び育児介護

休暇制度の利用促進を進めていく。 
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【組織体制の刷新】 
基本方針 
・戦略機能を強化した組織体制への見直し 
・人材の高度化・多様化に対応した人事企画体制・戦略の構築 
具体的な施策 
・戦略機能と運用機能の分離による組織の在り方の検討、見直し 
・中核人材育成プランの策定、プロフェッショナル人材の活用法の開発 

 
法人戦略機能の強化として、令和４年度に検討の上、令和５年４月１日付けで業務運営支援部門と

経営戦略部門を明確に分離し、それぞれ業務推進部と経営戦略部とし、また広報部門を広報部として

位置付ける大規模な組織改編を実施した。 
人材育成プランの見直しについて、最近は精神的に悩む学生生徒及び教職員が増えており、職員懇

談会での要望も多かったメンタルヘルス研修を実施し、受講者からは役に立ったと好評であった。今

後は、新たに導入した人材管理システムを活用することでデータの分析・課題の洗い出しを行い、人

材育成及び研修計画を策定していく。特に、組織運営の要である中間管理職（リーダー）の管理職研

修を実施し、部下を引っ張って行く意識付けを行いリーダーシップ向上を図る。 
 
 
【学園ＩＲ構築のための情報システム基盤整備と業務のＤＸ化】 
基本方針 
・教職員の業務ＤＸ化を推進するセキュアで高度な情報環境の整備 
・業務の効率化、集約化、ＤＸ化による生産性の向上 
具体的な施策 
・高速通信に対応する情報ネットワーク整備 
・業務システムの電子化、所属間のデータ連携による学園ＩＲの構築 
・事務集約センターによる集中化と効率化の推進 

 
ＩＴシステム構想に基づく対策の検討と実施について、学園全体の教務ＩＲの確立のために、今ま

で未導入であった中高システムの導入を行った。これにより今後は、中高・専門、大学部門と一気通

貫でデータを収集し、退学率の予防等の教務ＩＲに繋げていく。また、情報セキュリティ関連規定に

ついても平成１３年に制定されてから見直しがなされていないため、見直し作業に着手した。 
業務効率化策の検討及び実施について、従来は紙で回付していた経理伝票を電子化し、担当者にと

ってはかなりの省力化となった。今後は、オンライン・オンデマンド研修による人事研修のＤＸ化、

従来手作業で実施している固定資産管理の電子化による物品棚卸業務のＤＸ化、学費収納業務のＤＸ

等について、費用対効果を勘案しながら実行に移していく。 
更に、各所属で個別に実施してきた購買業務を計画的に行うことを検討し、効率化及びコストダウ

ンにつなげていきたい。 
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【設備投資計画】 

令和４年度は、静岡理工科大学の土木工学科校舎の竣工、御幸町再開発ビルの建築費用など、将

来を見据えた大型設備投資が行われた他、大学において学術情報ネットワークＳＩＮＥＴへの接続

や、中高学務基幹システムの導入など情報系設備への投資を行い質の高い教育研究活動を継続して

提供していくために有効な資金投下を行った。また、学生・教職員が充実した学園生活を送れるよ

う安心、安全に配慮したキャンパス環境の整備を継続的に行っている。 

単位：百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【財務計画】 

①貸借対照表関連 中期計画との比較 

≪資産総額≫                              単位：億円 

 

 

 

 

 

 

中期計画策定時の計画どおり固定資産の取得は外部からの資金調達で行わず、純資産（基本金+

繰越収支差額）により行っている。中期計画策定以降、着実に資産を積み重ね、第４次中期計画初

年度となる令和４年度についても中期計画を３億円上回り１１期連続の増加となった。 

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

中期計画 407 406 404 406 412

実　　績 410 － － － －

差　　額 +3 － － － －

令和4年度

金額

大学部門 土木工学科棟建設費用 大学 874

電話交換機更新工事 〃 26

土木工学科実験機器什器等 〃 140

学術情報ネットワークＳＩＮＥＴ 〃 14

空調工事 静専 53

学内無線LAN更新 沼情 18

鷹匠キャンパス移転 エア 10

ｸﾞﾗﾝﾄﾞ照明LED化 静岡北 18

防球ﾈｯﾄ改修 星陵 19

浄化槽改修工事 〃 17

法人部門 御幸町キャンパス設計費用 法人 745

中高学務基幹ｼｽﾃﾑ 〃 21

合計 1,955

中学・高校
部門

実施概要 所属

専門学校
日本語学院

部門
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≪運用資産総額≫（現預金+特定資産+有価証券）              単位：億円 

 

 

 

 

 

 

第３次中期計画最終年度（令和３年度）は、御幸町再開発ビル土地の取得など施設設備計画によ

る資金投下を行ったことにより、計画額を下回る結果となったが、令和４年度では、教育研究活動

充実のための設備投資など継続的な資金投下を行いつつも、安定的な入学者の確保による学生生徒

納付金などの収入増加により中期計画どおりの資産総額を達成することができた。 

 

②事業活動収支計算書関連 中期計画との比較 

≪基本金組入前当年度収支差額≫                     単位：億円 

 

 

 

 

 

 

 

≪事業活動収支差額比率≫ 

 

 

 

 

 

 

第４次中期計画の初年度である令和４年度もコロナ禍に翻弄された１年間であったが、教職員一

丸となったきめ細かで質の高い教育と研究を継続して提供してきたことが実を結びつつあること、

また、コロナ禍の収束に伴い海外からの学生が増加したことも追い風となり、入学者数は中期計画

を上回り、学園創立以来初の３千人台となった。総在籍者数においても初の８千人台を達成し、基

本金組入前当年度収支差額、事業活動収支差額比率ともに中期計画を上回る結果となっている。 

 

 

 

 

 

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

中期計画 172 116 117 112 130

実　　績 173 － － － －

差　　額 +1 － － － －

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

中期計画 403 △71 △239 234 512

実　　績 494 － － － －

差　　額 +91 － － － －

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

中期計画 4.4% △0.8% △2.5% 2.4% 5.0%

実　　績 5.3% － － － －

差 +0.9% － － － －
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３．財務の概要 

（１）令和元年度 決算の概要 

 

①貸借対照表関係 
 ア）-1 貸借対照表の状況 

 
貸借対照表は、年度末における財政状態を表すもので、学校法人の教育活動を維持・継続する

ために、必要な保有資産の状況を示すための会計資料です。ここでは、資産、負債の増減と財務

比率を用いて、財務の状況を説明いたします。 
 
資産は、固定資産が対前年度比 7 億 3,900 万円増加の 355 億 3,400 万円となり、流動資産は対

前年度比 2 億 9,400 円減額の 54 億 7,800 万円となったので、総資産額は、増加額が減少額を上

回り、対前年度比 4 億 4,500 万円増加の 410 億 1,200 万円となった。 
有形固定資産は、御幸町再開発ビル建築費用への支払い（建設仮勘定）や、静岡理工科大学の

土木工学科校舎完成などにより 21 億 2,400 万円増加した。施設設備の除却や減価償却などによ

り 11 億 100 万円の減少もあったが、全体では 10 億 2,200 万の増加となった。 
特定資産は、減価償却引当特定資産への繰入により増加し、3 億 4,700 万円の増加となった。 
その他の固定資産では、長期有価証券において、令和 4 年度より開始したプライベートエクイ

ティファンドへの払込により 1 億 7,000 万円増加したが、債券の満期償還が 8 億円あったため

6 億 3,000 万円の減額となった。 
流動資産では、御幸町再開発ビル建築費用や静岡理工科大学の土木工学科校舎完成による支出

など、約 24 億円の資金支出があったが、長期有価証券の満期償還金が現預金へ振り替わってい

ることもあり、全体では 2 億 9,400 万円の減少に留まった。 
負債では、固定負債で対前年比 2,900 万円減少、流動負債においては 2,000 万円の減少となっ

たので、合計 4,900 万円の減少となった。固定負債は退職給与引当金のみであり、対前年度比

2,900 万円を取崩したため、期末残は 4 億 9,600 万円となった。流動負債は、各校の諸経費支払

いに係る未払金と前受金が増加した一方、預り金が減少し、対前年度比 2,000 万円減少の 31 億

2,600 万円となった。 
 
流動資産、固定資産について資産構成の全体的なバランスを財務比率から見ると、流動資産構

成比率では、上述の大型設備投資などによる資金支出があったため、前年比 0.8 ポイント低下し

た 13.4％となったが、大学法人の全国平均 14.1％とほぼ同程度を維持している。 
負債では、外部負債（借入金）はなく、総負債比率も 8.8％と低い水準であり、大学法人全国平

均値 12.0%より下回っている。 
大型投資の影響もあり繰越収支差額構成比率が△15.4％とマイナスではあるものの、その全て

を自己資金により取得しているため、基本金比率は 99.7％（大学法人の全国平均 97.3％）、純資

産構成比率は 91.2％（大学法人の全国平均 88.0％）と高水準をキープしている。 

（１）令和４年度 決算の概要 
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ア）-2　貸借対照表の経年比較

 資産の部 （単位：千円）

科目名

 固定資産 33,059,893 31,527,958 31,730,162 34,794,159 35,534,080

 　有形固定資産 16,494,395 17,104,328 17,880,245 21,409,140 22,431,912

 　　土地 4,909,295 5,177,109 5,177,109 7,376,109 7,376,109

 　　建物 10,032,566 9,699,566 10,925,685 10,341,217 11,989,121

 　　構築物 427,702 402,539 443,106 457,957 822,167

 　　教育研究用機器備品 527,234 556,881 607,947 601,253 743,831

 　　管理用機器備品 38,505 40,315 86,766 98,095 78,768

 　　図書 527,228 528,259 526,111 534,426 537,492

 　　車両 31,862 37,924 26,967 46,359 26,636

 　　建設仮勘定 0 661,732 86,552 1,953,722 857,786

 　特定資産 6,209,810 6,496,456 6,927,031 7,278,031 7,625,831

 　　退職給与引当特定資産 468,800 490,446 510,021 529,021 504,821

 　　減価償却引当特定資産 5,741,010 6,006,010 6,317,010 6,649,010 7,021,010

     災害対策等引当特定資産 0 0 100,000 100,000 100,000

 　その他の固定資産 10,355,687 7,927,173 6,922,886 6,106,987 5,476,335

 　　ソフトウェア 11,952 83,120 75,325 55,586 58,909

 　　有価証券 9,934,630 7,428,814 6,427,615 5,626,544 4,995,958

 　　収益事業元入金 366,332 372,617 372,617 372,617 372,617

 流動資産 4,908,088 7,403,895 8,115,671 5,773,037 5,478,628

 　　現金預金 2,999,830 6,902,189 6,759,513 4,415,353 4,197,983

 　　有価証券 1,500,000 3,572 511,830 520,539 531,804

 　　修学旅行預り資産 224,800 234,404 283,583 308,300 309,476

 　　未収入金 166,800 251,437 551,818 416,456 420,149

 資産の部合計 37,967,981 38,931,853 39,845,834 40,567,197 41,012,708

 負債の部

科目名

 固定負債 495,552 487,059 508,902 526,466 496,841

 　　長期借入金 26,660 0 0 0 0

 　　退職給与引当金 468,872 487,059 508,902 526,466 496,841

 流動負債 2,702,082 2,996,234 3,112,816 3,146,569 3,126,848

 　　短期借入金 68,650 26,660 0 0 0

 　　短期未払金 323,001 606,640 681,623 450,827 504,121

 　　前受金 1,438,018 1,435,171 1,298,529 1,521,209 1,529,128

 　　預り金 647,612 693,357 849,080 866,232 781,470

 　　修学旅行預り金 224,800 234,404 283,583 308,300 309,476

 負債の部合計 3,197,635 3,483,293 3,621,719 3,673,036 3,623,689

 純資産の部

科目名

 基本金 35,239,247 36,132,986 37,510,975 41,977,599 43,722,321

 繰越収支差額 △468,901 △684,426 △1,286,859 △5,083,438 △6,333,302

 　　 翌年度繰越収支差額 △468,901 △684,426 △1,286,859 △5,083,438 △6,333,302

 純資産の部合計 34,770,346 35,448,559 36,224,115 36,894,160 37,389,018

 負債及び純資産の部合計 37,967,981 38,931,853 39,845,834 40,567,197 41,012,708

※各科目の千円未満の端数は切り捨ててあります。

令和２年度

令和２年度

令和２年度

平成３０年度

平成３０年度

平成３０年度

令和元年度

令和元年度

令和元年度

令和４年度

令和４年度

令和４年度

令和３年度

令和３年度

令和３年度
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　　イ）　財務比率の経年比較

比　　　率 算　式 評価
平成

３０年度
令和

元年度
令和

２年度
令和

３年度
令和

４年度
全国平均
(令和３年度)

固定資産構成比率
固定資産
総資産

▼ 87.1 ％ 81.0 ％ 79.6 ％ 85.8 ％ 86.6 ％ 85.9 ％ 

有形固定資産構成比率
有形固定資産

総資産
▼ 43.4 ％ 43.9 ％ 44.9 ％ 52.8 ％ 54.7 ％ 58.3 ％ 

特定資産構成比率
特定資産
総資産

△ 16.4 ％ 16.7 ％ 17.4 ％ 17.9 ％ 18.6 ％ 22.9 ％ 

流動資産構成比率
流動資産
総資産

△ 12.9 ％ 19.0 ％ 20.4 ％ 14.2 ％ 13.4 ％ 14.1 ％ 

固定負債構成比率
固定負債

総負債＋純資産
▼ 1.3 ％ 1.3 ％ 1.3 ％ 1.3 ％ 1.2 ％ 6.6 ％ 

流動負債構成比率
流動負債

総負債＋純資産
▼ 7.1 ％ 7.7 ％ 7.8 ％ 7.8 ％ 7.6 ％ 5.4 ％ 

内部留保資産比率
運用資産－総負債

総資産
△ 46.0 ％ 44.6 ％ 42.7 ％ 34.9 ％ 33.5 ％ 27.5 ％ 

運用資産余裕比率
運用資産－外部負債

経常支出
△ 2.8 年 2.6 年 2.5 年 2.1 年 1.9 年 2.0 年 

純資産構成比率
純資産

総負債＋純資産
△ 91.6 ％ 91.1 ％ 90.9 ％ 90.9 ％ 91.2 ％ 88.0 ％ 

繰越収支差額構成比率
繰越収支差額

総負債＋純資産
△ △1.2 ％ △1.8 ％ △3.2 ％ △12.5 ％ △15.4 ％ △15.2 ％ 

固定比率
固定資産
純資産

▼ 95.1 ％ 88.9 ％ 87.6 ％ 94.3 ％ 95.0 ％ 97.6 ％ 

固定長期適合率
固定資産

純資産＋固定負債
▼ 93.7 ％ 87.7 ％ 86.4 ％ 93.0 ％ 93.8 ％ 90.8 ％ 

流動比率
流動資産
流動負債

△ 181.6 ％ 247.1 ％ 260.7 ％ 183.5 ％ 175.2 ％ 262.9 ％ 

総負債比率
総負債
総資産

▼ 8.4 ％ 8.9 ％ 9.1 ％ 9.1 ％ 8.8 ％ 12.0 ％ 

負債比率
総負債
純資産

▼ 9.2 ％ 9.8 ％ 10.0 ％ 10.0 ％ 9.7 ％ 13.6 ％ 

前受金保有率
現金預金
前受金

△ 208.6 ％ 480.9 ％ 520.6 ％ 290.3 ％ 274.5 ％ 373.5 ％ 

退職給与引当特定資産保有率
退職給与引当特定資産

退職給与引当金
△ 100.0 ％ 100.7 ％ 100.2 ％ 100.5 ％ 101.6 ％ 73.7 ％ 

基本金比率
基本金

基本金要組入額
△ 99.9 ％ 99.3 ％ 99.2 ％ 99.7 ％ 99.7 ％ 97.3 ％ 

減価償却比率
減価償却累計額(図書を除く）

減価償却資産取得価額(図書を除
く）

～ 62.3 ％ 63.4 ％ 61.4 ％ 63.3 ％ 60.2 ％ 54.3 ％ 

積立率
運用資産
要積立額

△ 110.2 ％ 108.5 ％ 104.0 ％ 86.9 ％ 81.7 ％ 78.4 ％ 

（注１）△：高い方がよい　▼：低い方がよい　～：どちらともいえない

（注２）運用資産＝特定資産＋有価証券（固定資産）＋有価証券（流動資産）＋現金預金

　　　　外部負債＝借入金＋学校債＋未払金＋手形債務

　　　　要積立額＝減価償却累計額（有形固定資産）＋退職給与引当金＋第２号基本金＋第３号基本金

　　　　減価償却累計額（図書除く）＝減価償却累計額（有形固定資産－図書）

　　　　減価償却資産取得額＝（建物・構築物・教育研究機器備品・管理機器備品・車両・その他有形固定資産）

　　　　　　　　　　　　　　　＋当該資産に係る減価償却累計額

（注３）全国平均は、医歯系法人を除く数値を採用している。
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②資金収支計算書関係 

   ア）-1 資金収支計算書の状況   
 

資金収支計算書は、学校法人の当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入および支出の

内容と、支払資金の収入および支出の顛末を明確に示す会計資料です。前年度繰越支払資金と

翌年度繰越支払資金を比較することにより、当該会計年度に諸活動を行った結果、現預金がど

れだけ増減したか分かる計算書類となっています。 
 

【収入の部】 
   収入の部では、最終予算（以下「予算」と言います）を 3 億 9,100 万円下回った 152 億 5,900

万円となった。 
      前年度繰越支払資金を除いた収入合計では、108 億 4,300 万円となり、対前年度比（前年度

繰越支払資金を除く）の収入合計では、1 億 5,500 万円の増加となった。 
     ・収入の部の主な科目について 

ⅰ）学生生徒等納付金収入 
予算を 800 万円下回り、対前年度比は 2 億 8,800 万円増加の 67 億 5,300 万円となった。

部門別内訳では、静岡理工科大学が 28.5％の 19 億 2,700 万円、中学・高校部門が 23.2％
の 15 億 6,200 万円、専門学校・日本語学院部門が 48.3％の 32 億 6,300 万円となった。 
なお、学生数は、法人全体の入学者数で前年度より 495 人増加の 3,226 人となり、法人

全体の在籍者数は、前年度より 494 人増加の 8,236 人（入学者数・在籍者数は、各校の 5/1
時点の人数と日本語学院 10 月入学者の合計）となった。大学では在籍者数の減少により

収入も減少したが、中高・専門学校・日本語学院で増加し、法人全体の学生生徒納付金収

入は増加となった。 
ⅱ）手数料収入 

予算を 700 万円下回り、対前年度比は 1,000 万円減少の 9,700 万円となった。 
ⅲ）寄付金収入 

予算を 2,900 万円上回り、対前年度比は 1,400 万円増加の 1 億 1,100 万円となった。対

前年度比増加の主な要因は、星陵高等学校のスクールバス運営への寄付金である。 
ⅳ）補助金収入 

予算を 5,500 万円上回り、対前年度比は 1 億 7,700 万円増加の 18 億 3,200 万円となっ

た。対前年度比では、静岡県の補助金事業として行われた学生への給付金「学びの継続支

援事業費補助金」で 6,500 万円、また、物価高騰対策支援金 1,800 万円など、令和 4 年度

の新設補助金により増加した。 
     ⅴ）資産売却収入 
        予算とほぼ同額となり、対前年度比は 2,500 万円増加の 8 億 2,600 万円となった。対前

年度比では、高校 2 校の車両（スクールバス）の売却収入があり増加した。 
ⅵ）付随事業・収益事業収入 

予算を 600 万円上回り、対前年度比は 5,200 万円減少の 1 億 5,200 万円となった。対前

年度比では、中高部門の補助活動収入（スクールバス利用料収入）で減少となった。 
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ⅶ）受取利息・配当金収入 

予算を 700 万円上回り、対前年度比では 700 万円減少の 7,200 万円となった。 
ⅷ）雑収入 

予算を 1,100 万円上回り、対前年度比 5,100 万円増加の 3 億 1,500 万円となった。対前

年度比増加の主な要因は、静岡理工科大学で教育研究用に保有していたグローバル IP ア

ドレスの譲渡 5,800 万円などによる。 
     ⅸ）前受金収入 
        予算を 1 億 700 万円下回り、対前年度比では 700 万円増加の 15 億 2,900 万円となっ

た。静岡理工科大学、静岡北高等学校、沼津情報・ビジネス専門学校、静岡インターナシ

ョナル・エア・リゾート専門学校、沼津日本語学院の入学金又は授業料前受金が増加した。 
     ⅹ）その他の収入 

   予算を 4,200 万円上回り、対前年度比では 1 億 1,300 万円減少の 10 億 9,400 万円とな

った。対前年度比減少の主な要因は、前期末期末未収入金の減少などによる。 
     ⅺ）資金収入調整勘定 

   予算を 4 億 2,000 万円下回り（マイナス調整額の増加）、対前年度比では 2 億 2,600 万

円減少（マイナス調整額の増加）の△19 億 4,100 万円となった。対前年度比減少（マイナ

ス調整額の増加）の主な要因は、前期末授業料・入学金前受金などのマイナス調整額の増

加による。 
 

【支出の部】 
   支出の部では、予算を 3 億 9,100 万円下回った 152 億 5,900 万円となった。 

翌年度繰越支払資金を除く支出合計では、予算を 7 億 4,200 万円下回った 110 億 6,100 万円と

なり、対前年度比（翌年度繰越支払資金を除く）支出合計は、19 億 7,000 万円減少となった。 
・支出の部の主な科目について 
ⅰ）人件費支出 
（資金収支計算書では、事業活動収支計算書の同科目より退職給与引当金繰入額が除かれて

いる。） 
予算を 7,600 万円下回り、対前年度比は 1 億 3,900 万円増加の 45 億 9,000 万円となっ

た。内訳は教員人件費 32 億 7,300 万円、職員人件費 10 億 9,300 万円、退職金 1 億 8,300
万円が計上され、対前年度比では、教員人件費で 7,800 万円、職員人件費で 3,500 万円の

増加となった。 
ⅱ）教育研究経費支出 
（資金収支計算書では、事業活動収支計算書の同科目より減価償却額が除かれている。） 

予算を 2 億 1,600 万円下回った 23 億 3,100 万円となった。大学での研究関連予算の繰

り越しや、各校の消耗品費や旅費交通費、委託費などで予算を残す結果となった。 
対前年度比では、4 億 2,400 万円の増加となった。電気料金高騰や中高部門のスクール

バス運営に係る外部委託費の増加に加え、令和 4 年度に新設で行われた静岡県の補助金事

業「学びの継続支援事業費補助金」（補助金は学生へ奨学費として給付している）による支

出の増加など、教育研究経費全体で増加となった。 
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ⅲ）管理経費支出 
（資金収支計算書では、事業活動収支計算書の同科目より減価償却額が除かれている。） 

予算を 1 億 900 万円下回った 9,700 万円となった。対前年度比では、8,000 万円の増加

となった。対前年度比増加の主な要因は、日本語学院 2 校でコロナ禍の入国規制緩和によ

り過去未入国であった学生が入国（入学）し、学生仲介機関への支払手数料の増加などに

よる。 
ⅳ）借入金等返済支出 

借入金は令和 2 年度にすべて返済されたため、令和 4 年度は予算、実績ともになし。 
ⅴ）施設関係支出 

    予算を 800 万円下回り、対前年度比では 25 億 1,800 万円減少の 17 億 6,500 万円とな

った。対前年比減少の主な要因は、令和 3 年度中に御幸町再開発ビル土地購入による支払

があったため、令和 4 年度では減少となった。 
ⅵ）設備関係支出 
   予算を 2,400 万円下回り、対前年度比では 9,700 万円増加の 3 億 3,400 万円となった。

対前年度比増加の要因は、令和 4 年度に新設した静岡理工科大学土木工学科の実験機器

の新規取得など、大型設備投資があったことによる。 
ⅶ）資産運用支出 

予算を 1 億 200 万円下回り、対前年度比では 2 億 200 万円増加の 8 億 7,200 万円とな

った。対前年度比増加の主な要因は、令和 4 年度より開始した資金運用（プライベート

エクイティファンドへの払込み）1 億 7,000 万円などによる。 
ⅷ）その他の支出 

予算を 1 億 2,400 万円上回り、対前年度比では 2 億 3,800 万円減少の 8 億 8,500 万円と

なった。対前年度比減少の主な要因は、前払金支払支出や前期末未払金支払支出の減少に

よる。 
ⅸ）資金支出調整勘定 
   予算を 3 億 1,900 万円下回り（マイナス調整額の増加）、対前年度比では 1 億 5,700 万

円減少（マイナス調整額の増加）の△6 億 1,600 万円となった。対前年度比減少（マイナ

ス調整額の増加）の主な要因は、前期末前払金と期末未払金の減少（マイナス調整額の増

加）による。 
 

【翌年度繰越支払資金】 
   収入の部合計から、支出合計を差し引きした翌年度繰越支払資金は、41 億 9,700 万円となっ

た。令和 4 年度は、御幸町再開発ビルの建築費や静岡理工科大学の土木工学科校舎完成に伴う

支払いなど、施設への大型投資がありましたが、債券の満期償還金が現預金に振り替わってい

ることなどもあり、前年度繰越支払資金からの現金預金の増減は 2 億 1,700 万円の減少に留ま

った。 
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ア）-2　資金収支計算書の経年比較

（単位：千円）

大科目名 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

＜収入の部＞

 学生生徒納付金収入 5,779,407 6,069,926 6,499,790 6,465,104 6,753,977 

 手数料収入 98,057 109,941 102,660 108,025 97,076 

 寄付金収入 90,103 86,311 68,693 97,163 111,710 

 補助金収入 1,215,591 1,274,328 1,557,740 1,655,046 1,832,926 

 資産売却収入 300,000 4,802,119 984,180 800,257 826,001 

 付随事業・収益事業収入 190,417 185,238 172,735 204,558 152,110 

 受取利息・配当金収入 80,003 239,311 83,127 80,095 72,856 

 雑収入 282,093 338,309 353,759 263,317 315,025 

 借入金等収入 0 0 0 0 0 

 前受金収入 1,438,018 1,435,171 1,298,529 1,521,209 1,529,128 

 その他の収入 2,423,829 704,263 989,232 1,208,015 1,094,288 

 資金収入調整勘定 △1,578,365 △1,689,455 △1,986,990 △1,714,986 △1,941,358 

合　　　計 10,319,155 13,555,467 10,123,459 10,687,807 10,843,742 

 前年度繰越支払資金 4,214,936 2,999,830 6,902,189 6,759,513 4,415,353 

収入の部合計 14,534,091 16,555,297 17,025,649 17,447,321 15,259,095 

＜支出の部＞

 人件費支出 4,154,703 4,294,096 4,365,051 4,450,611 4,590,268 

 教育研究経費支出 1,487,884 1,625,728 1,862,450 1,907,185 2,331,240 

 管理経費支出 794,935 803,631 859,738 816,973 897,026 

 借入金等利息支出 2,533 1,217 279 0 0 

 借入金等返済支出 68,650 68,650 26,660 0 0 

 施設関係支出 401,431 1,274,348 1,423,851 4,283,966 1,765,950 

 設備関係支出 202,292 287,688 280,750 237,808 334,991 

 資産運用支出 4,148,056 1,333,232 1,238,306 669,900 872,369 

 その他の支出 601,048 587,127 901,941 1,123,921 885,462 

 [予備費] 0 0 0 0 0 

 資金支出調整勘定 △327,274 △622,613 △692,895 △458,399 △616,197 

合　　　計 11,534,261 9,653,107 10,266,135 13,031,967 11,061,112 

 翌年度繰越支払資金 2,999,830 6,902,189 6,759,513 4,415,353 4,197,983 

支出の部合計 14,534,091 16,555,297 17,025,649 17,447,321 15,259,095 

※各科目の千円未満の端数は切り捨て。

※学内取引収支は除く。
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イ）-1 活動区分資金収支計算書の状況 

 
活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書の収支内訳を「教育活動」「施設整備等活動」「そ

の他の活動」の３つの活動区分に分類し、資金の流れが示されます。ここでは各活動区分の資金

の流れ（実績額）について解説いたします。 
 
 

【教育活動による資金収支】 
  教育活動による資金収支では、本業におけるキャッシュベースでの資金の流れが示されている。

令和 4 年度は、学納生徒等納付金収入などの収入が、人件費支出、教育研究費支出、管理経費支

出を上回り 14 億 8,900 万円の資金増となった。 
 
【施設整備等活動による資金収支】 
  施設整備等活動による資金収支では、施設設備の取得に係る資金の流れが示されている。令和

4 年度では、御幸町再開発ビル建築費用の支払いなど、施設設備関係支出が、施設設備に関わる

寄付金収入や補助金収入を上回り、23 億 9,200 万円の資金減となった。 
 
【その他の活動による資金収支】 
  その他の活動による資金収支では、資金の運用状況や借入金の状況、預り金の受払などの経過

的な活動に関する収支状況が示されている。令和 4 年度は、有価証券（債券）の満期償還などに

より、6 億 8,600 万円の資金増となった。 
 
【翌年度繰越支払資金】 
  以上の結果、令和 3 年度末の繰越支払資金 44 億 1,500 万円から、2 億 1,700 万円現金預金が

減少した 41 億 9,800 万円となった。 
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イ）-2　活動区分資金収支計算書の経年比較

(単位：千円）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

金　額 金　額 金　額 金　額 金　額

教育活動による資金収支

 教育活動資金収入計 7,623,826 8,023,950 8,719,579 8,731,192 9,185,235

 教育活動資金支出計 6,435,403 6,723,456 7,087,241 7,174,770 7,818,535

1,188,423 1,300,493 1,632,338 1,556,421 1,366,699

147,382 △27,667 △142,702 202,569 122,270

 　教育活動資金収支差額 1,335,806 1,272,826 1,489,636 1,758,991 1,488,969

施設整備等活動による資金収支

 施設整備等活動資金収入計 1,523,186 34,690 28,525 54,836 96,117

 施設整備等活動資金支出計 986,724 1,827,037 2,015,601 4,853,775 2,472,942

536,461 △1,792,346 △1,987,076 △4,798,938 △2,376,825

△13,640 228,863 3,082 △169,530 △15,075

 　施設整備等活動資金収支差額 522,820 △1,563,483 △1,983,993 △4,968,468 △2,391,900

 小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） 1,858,627 △290,656 △494,357 △3,209,477 △902,931

その他の活動による資金収支

 その他の活動資金収入計 1,012,265 5,584,309 1,812,377 1,543,736 1,558,163

 その他の活動資金支出計 4,086,671 1,390,954 1,241,975 668,121 918,768

△3,074,406 4,193,355 570,402 875,614 639,394

672 △338 △218,720 △10,297 46,166

 　その他の活動資金収支差額 △3,073,733 4,193,016 351,681 865,317 685,560

 支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） △1,215,105 3,902,359 △142,675 △2,344,160 △217,370

 　　　　前年度繰越支払資金 4,214,936 2,999,830 6,902,189 6,759,513 4,415,353

 　　　　翌年度繰越支払資金 2,999,830 6,902,189 6,759,513 4,415,353 4,197,983

ウ）　財務比率の経年比較

（注１）△：高い方がよい　▼：低い方がよい　～：どちらともいえない
（注２）全国平均は、医歯系法人を除く数値を採用している。
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比　　　率 算　式 評価
平成

３０年度
令和

元年度
令和

２年度
令和

３年度
令和

４年度
全国平均
(令 和 ３ 年 度 )

教育活動資金

収支差額比率
教育活動資金収支差額

教育活動資金収入計 △ 17.5% 15.9% 17.1% 20.1% 16.2% 15.6 ％ 
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③事業活動収支計算書関係 

ア）-1 事業活動収支計算書の状況 

 
事業活動収支計算書は、「教育活動収支」「教育活動外収支」と「特別収支」に区分され、資

金収支計算書と重複する科目及び金額があるため、ここでは区分ごとに説明いたします。 
 

【教育活動収支】 
教育活動収支では、学生生徒等納付金や手数料、寄付金、経常費等補助金、付随事業収入、雑

収入による収入から、人件費、教育研究経費、管理経費の支出が差引され教育活動収支差額が計

算されます。 
ⅰ）事業活動収入の部 

教育活動収入の合計は、予算を 9,200 万円上回った 92 億 500 万円となり、対前年度比で

は、4 億 6,900 万円の増加となった。学生生徒納付金収入、寄付金収入、経常費等補助金、雑

収入で対前年度比増加したが、付随事業収入、手数料収入で減少となった。 
ⅱ）事業活動支出の部 

教育活動支出の合計は、予算を 4 億 800 万円下回った 89 億 900 万円となった。人件費、

教育研究経費、管理経費ともに予算を下回る結果となった。対前年度比では人件費、教育研

究経費、管理経費ともに増加し、教育活動支出合計で 6 億 8,900 万円の増加となった。 
ⅲ）教育活動収支差額 

上記の事業活動収入、事業活動支出の結果、教育活動収支差額は予算より 5 億 100 万円収

支が好転し、対前年度比では 2 億 2,000 万円収支が悪化した 2 億 9,500 万円となった。 
【教育活動外収支】 
  教育活動外収支では、受取利息・配当金やその他の教育活動外収入（収益事業収入）による

収入から、借入金等利息などの支出が差引され教育活動外収支差額が計算されます。 
ⅰ）事業活動収入の部 

予算を 800 万円上回った 7,900 万円となり、対前年度比では 600 万円の減少となった。 
ⅱ）事業活動支出の部 

借入金、借入金利息は、令和 2 年度中に全て返済し、令和 4 年度は予算、実績ともになし。 
ⅲ） 教育活動外収支差額 

上記の事業活動収入、事業活動支出の結果、教育活動外収支差額は予算より 800 万円収支 
が好転し、対前年度比は 600 万円収支が悪化した 7,900 万円となった。 

【経常収支差額】 
教育活動及び教育活動外の収支差額を合計した経常収支差額は予算より 5 億 1,000 万円収支

が好転し、対前年度比は 2 億 2,600 万円収支が悪化した 3 億 7,500 万円となった。 
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【特別収支】 
  特別収支では、資産売却差額やその他の特別収入（施設設備に関わる寄付金・補助金）によ

る収入から、資産処分差額やその他の特別支出（災害損失・過年度修正額等）の支出が差引さ

れ特別収支差額が計算されます。 
 ⅰ）事業活動収入の部 

予算を 300 万円上回った 1 億 2,800 万円となり、対前年度比では 4,400 万円の増加とな

った。特別収入での対前年度比の増加の主な要因は、御幸町再開発ビル移転に伴う静岡市

からの補助金、また、高校 2 校のスクールバス売却による設備売却差額（帳簿価格と売却

額の差額）の計上による。 
ⅱ）事業活動支出の部 

予算を 400 万円下回った 900 万円となり、対前年度比では 600 万円の減額となった。 
ⅲ）特別収支差額 

上記の事業活動収入、事業活動支出の結果、特別収支差額は予算より 800 万円収支が好

転し、対前年度比でも 5,100 万円収支が好転した 1 億 1,900 万円となった。 
【基本金組入前当年度収支差額】 

経常収支差額及び特別収支差額を合計した基本金組入前当年度収支差額は予算より 5 億

2,700 万円収支が好転し、対前年度比は 1 億 7,500 万円収支が悪化した 4 億 9,400 万円となっ

た。 
事業活動収入に対する事業活動収支差額比率は 5.3％となり、平成 30 年度以降、5 年連続で

5.0％以上を維持している。 
【基本金組入額合計】 

令和 4 年度の基本金組入額は、第 1 号基本金で 18 億 4,400 万円の組入れとなった。第 1 号

基本金については、静岡北高等学校、星陵中学校・高等学校、専門学校浜松デザインカレッジ

以外において、資産の取得額や前期末未組入額の当期組入額が、施設設備の除却などの基本金

取崩額を上回ったためである。 
【当年度収支差額】 

当年度収支差額は予算より8億3,600万円収支が好転したマイナス13億4,900万円となり、

対前年度比は、24 億 4,700 万円の増加となった。対前年度比増加の主な要因は、資産の取得に

係る基本金組入額が 26 億 2,200 万円減少したためである。 
    【基本金取崩額】 

今年度の基本金取崩額は 9,900 万円となった。静岡北高等学校、星陵中学校・高等学校、専

門学校浜松デザインカレッジにおいて、第 1 号基本金の取崩額が組入額を上回ったため、取崩

額として 9,900 万円が計上されている。 
【翌年度繰越収支差額】 

当年度繰越収支差額から前年度繰越収支差額及び基本金取崩額を合計した翌年度繰越収支

差額は、予算より 8 億 9,200 万円収支が好転し、対前年度比では 12 億 4,900 万円減少したマイ

ナス 63 億 3,300 万円となった。 
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イ）　財務比率の経年比較

比　　　率 算　式 評価
平成

３０年度
令和

元年度
令和

２年度
令和

３年度
令和

４年度
全国平均
(令和３年度)

人件費比率
人 件 費
経常収入

▼ 53.5 ％ 52.1 ％ 49.8 ％ 50.7 ％ 49.2 ％ 51.3 ％ 

人件費依存率
人 件 費

学生生徒等納付金
▼ 71.5 ％ 71.0 ％ 67.5 ％ 69.1 ％ 67.6 ％ 69.7 ％ 

教育研究経費比率
教育研究経費

経常収入
△ 30.6 ％ 30.1 ％ 31.3 ％ 32.6 ％ 36.4 ％ 34.3 ％ 

管理経費比率
管理経費
経常収入

▼ 10.7 ％ 10.2 ％ 10.3 ％ 9.9 ％ 10.3 ％ 8.3 ％ 

借入金等利息比率
借入金等利息

経常収入
▼ 0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 0.1 ％ 

事業活動収支差額比率
基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入
△ 5.5 ％ 8.1 ％ 8.7 ％ 7.5 ％ 5.3 ％ 6.4 ％ 

基本金組入後収支比率 事業活動支出
事業活動収入－基本金組入額

▼ 100.8 ％ 103.6 ％ 108.1 ％ 185.5 ％ 117.8 ％ 104.1 ％ 

学生生徒等納付金比率
学生生徒等納付金

経常収入
～ 74.8 ％ 73.3 ％ 73.8 ％ 73.3 ％ 72.7 ％ 73.6 ％ 

寄付金比率
寄 付 金

事業活動収入
△ 1.5 ％ 1.5 ％ 1.1 ％ 1.5 ％ 1.8 ％ 2.2 ％ 

経常寄付金比率
教育活動収支の寄付金

経常収入
△ 1.3 ％ 1.0 ％ 0.7 ％ 0.7 ％ 1.3 ％ 1.6 ％ 

補助金比率
補 助 金

事業活動収入
△ 15.7 ％ 15.3 ％ 17.6 ％ 18.6 ％ 19.5 ％ 14.3 ％ 

経常補助金比率
経常費等補助金

経常収入
△ 15.5 ％ 15.1 ％ 17.4 ％ 18.6 ％ 19.1 ％ 14.1 ％ 

基本金組入率
基本金組入額
事業活動収入

△ 6.2 ％ 11.4 ％ 15.6 ％ 50.2 ％ 19.6 ％ 10.1 ％ 

減価償却額比率
減価償却額
経常支出

～ 12.3 ％ 11.7 ％ 11.6 ％ 12.4 ％ 12.4 ％ 11.8 ％ 

経常収支差額比率
経常収支差額

経常収入
△ 5.1 ％ 7.6 ％ 8.6 ％ 6.8 ％ 4.0 ％ 5.9 ％ 

教育活動収支差額比率
教育活動収支差額
教育活動収入計

△ 4.1 ％ 4.8 ％ 7.7 ％ 5.9 ％ 3.2 ％ 4.2 ％ 

（注１）△：高い方がよい　▼：低い方がよい　～：どちらともいえない

（注２）全国平均は、医歯系法人を除く数値を採用している。
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　①　有価証券の状況 （単位：千円）

　②　借入金の状況 なし （日本私立学校振興・共済事業団からの借入金は令和２年度に完済）

　③　学校債の状況 なし

　④　寄付金の状況 （単位：千円）

　⑤　補助金の状況 （単位：千円）

専門学校・日本語学校

合計

一般寄付金 0

特別寄付金 2,000 鈴与高度ICT技術者育成奨学金

現物寄付 0

一般寄付金 200

特別寄付金 42,199 奨学寄付金

現物寄付 40,825 科研費購入分

特別寄付金 63,688 保護者の会、星光会からの寄付

現物寄付 12,095 卒業生、星光会からの寄付

部　門 種 類 金 額

一般寄付金 150

摘 要

学校法人

大学

中学・高校

計 7,727,762 7,393,679 178,918

時価のない有価証券 4 513,000 －

その他 1 170,657 178,859

−

+8,202

-5,674

投資信託 18,922,326口 31,804 36,400

+146,510

+25,284

+4,596

一般寄付金 350

特別寄付金 111,360

部　門 種　類 金　額 摘　要

現物寄付 56,611

現物寄付 3,691 後援会、卒業生他からの寄付

一般寄付金 0

特別寄付金 3,472 後援会、卒業生からの寄付

7,953

99,195

大学

経常費 271,440

施設設備費 研究設備補助金（ワイヤ放電加工機）

その他 授業料等減免費補助金他

その他 252,228 修学支援事業費補助金他

中学・高校

経常費 931,386

施設設備費 17,804 北高・星陵高施設整備補助金

その他 159,497 授業料減免事業費補助金他

合計

経常費 1,258,795

施設設備費 63,210

その他 510,920

専門学校・日本語学校

運営費 55,969

施設設備費 37,453 静デ静岡市補助金（御幸町移転）他

（２）その他

差　額 表示科目

減価償却特定資産

有価証券

有価証券

有価証券

有価証券

区　分 数　量 帳簿価額 時　価

債券
18 2,200,000 2,194,326

46 4,795,788 4,942,298

株式 25,800株 16,512 41,796

有価証券
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⑥収益事業の状況 

 
     本法人は、私立学校法に基づき収益事業を行っています。当該収益事業は、学校法人会計から

区分し、一般に公正妥当と認められる企業会計の原則により経理処理することとされています。

本法人では、平成 28 年度から以下の収益事業の対象事業を行っています。 
    【事業概要】 
     業種  ：不動産賃貸業 
     事業内容：沼津情報・ビジネス専門学校の隣地を、駐車場経営会社へ貸出し、同社が有料駐車

場を経営し、本法人は土地の賃料収入として受け入れています。 
     
 
   【損益計算書の概要】 
     営業収益では、土地賃借料収入 1,231 万円を計上し、営業費用では、人件費、公租公課等で 373

万円を計上している。その結果、営業収益から営業費用を差し引いた営業利益は、858 万円とな

り、経常利益は、営業利益と同額の 858 万円となった。営業利益のうち 747 万円を学校法人会計

へ繰り入れたため、税引前当期純利益は 111 万円となり、法人税等の支払額が 111 万円となった

ため当期純損益は 0 円となった。当期純損益がゼロであったので、繰越利益剰余金は、前期繰越

損益と同額の 30 万円となった。 
【貸借対照表の概要】 

資産の部では、固定資産で学校法人会計から元入として繰り入れた土地 3 億 6,600 万円と、令

和元年度に設置したフェンス（構築物）で 439 万円を計上している。また、流動資産で現預金

462 万円を計上している。負債の部では、流動負債において未払金、前受金（令和 5 年 4 月分賃

料）で 242 万円を計上し、純資産の部では、元入金の 3 億 7,200 万円と繰越利益剰余金の 30 万

円となった。 
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　ア）-1  収益事業 貸借対照表の経年比較

（単位：千円）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

 資産の部

 流動資産 2,511 1,760 2,047 3,197 3,909 4,621

 　　現金預金 2,511 1,760 2,047 3,197 3,909 4,621

 固定資産 366,332 367,132 372,863 372,151 371,439 370,727

 　有形固定資産 366,332 367,132 372,863 372,151 371,439 370,727

 　　土地 366,332 366,332 366,332 366,332 366,332 366,332

 　　構築物 0 800 6,531 5,819 5,107 4,394

 資産の部合計 368,843 368,893 374,910 375,348 375,348 375,348

 負債の部

 流動負債 2,060 2,185 1,988 2,426 2,426 2,426

 　　未払金 749 874 672 1,110 1,110 1,110

 　　前受金 1,311 1,311 1,316 1,316 1,316 1,316

 負債の部合計 2,060 2,185 1,988 2,426 2,426 2,426

 純資産の部

元入金 366,332 366,332 372,617 372,617 372,617 372,617

利益余剰金 450 376 304 304 304 304

 　　その他利益余剰金 450 376 304 304 304 304

 　　繰越利益余剰金 450 376 304 304 304 304

 純資産の部合計 366,782 366,708 372,921 372,921 372,921 372,921

 負債及び純資産の部合計 368,843 368,893 374,910 375,348 375,348 375,348

　ア）-2  収益事業 損益計算書の経年比較　
（単位：千円）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

Ⅰ　営業損益

（１）営業収益（賃料収入） 12,311 12,311 12,313 12,016 12,316 12,316

（２）営業費用 3,077 3,352 6,188 3,632 3,761 3,731

営業利益 9,233 8,958 6,125 8,384 8,555 8,584

経常利益 9,233 8,958 6,125 8,384 8,555 8,584

学校会計繰入前利益 9,233 8,958 6,125 8,384 8,555 8,584

学校会計繰入金支出 7,996 8,158 5,525 7,274 7,445 7,474

税引前当期純利益 1,237 800 600 1,110 1,110 1,110

法人税、住民税及び事業税 749 874 672 1,110 1,110 1,110

当期純損益 487 △74 △72 0 0 0

前期繰越損益 △37 450 376 304 304 304

繰越利益剰余金 450 376 304 304 304 304
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⑦関連当事者との取引の状況

　　　ア）関連当事者

役員の
兼任等

事業上
の関係

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

株式会社ベ
ルキャリ
エール
（注１）

静岡市
　清水区

20,000

労働者
派遣事
業・有料
職業紹
介事業・
ｱｳﾄｿｰｼ
ﾝｸﾞ事業
他

― ―
派遣職員等
の委託契約

派遣職員等の
委託契約
（注２）

7,141 未払金 141

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

静岡塩業株
式会社
（注１）

静岡市
　葵区

24,000

塩卸売
業・食品
加工素
材卸売
業・不動
産事業

―
兼任
1名

本部事務所
および駐車
場の賃貸契
約

本部事務所お
よび駐車場の
賃貸料の支払
（注３）

27,809 未払金 269

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

鈴与株式会
社
（注１）

静岡市
　清水区

1,000,000

港湾運
送事業・
物件の
賃貸業・
倉庫業・
機密文
書廃棄
他

―
兼任
2名

施設の賃貸
契約および
書類保管・機
密文書廃棄
の契約

出向者受入人
件費、施設賃
貸料の支払お
よび書類保管
料・機密文書
廃棄料の支払
（注４）

71,787 未払金 2,124

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

鈴与建設株
式会社
（注１）

静岡市
　清水区

268,860

建築事
業・土木
事業・土
地建物
取引業
他

―
兼任
1名

校舎の建築
および施設
修繕

校舎建築およ
び施設修繕費
用の支払
（注５）

922,624 未払金 49,096

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

鈴与商事株
式会社
（注１）

静岡市
　清水区

2,000,000

石油製
品ＬＰＧ
等ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ販
売・ﾎﾞﾄﾙ
ｳｫｰﾀｰ
の製造
販売事
業他

―
兼任
１名

電力および
プロパンガ
ス、ボトル
ウォーターの
供給

電気料金およ
びプロパンガ
ス、ボトル
ウォーター費用
の支払
（注６）

86,937 未払金 1,652

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

鈴与リ
ニューアル
株式会社
（注１）

静岡市
　葵区

20,000

建物の
増改築、
リフォー
ム事業

― ― 施設の修繕
施設修繕費用
の支払
（注７）

108,181 未払金 9,476

属性
役員、
法人等
の名称

住所
資本金
又は

出資金

事業
内容又
は職業

期末残高
議決権
の所有
割合

（単位 ：千円）

関係内容
取引の
内　容

取引金額 勘定科目
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役員の
兼任等

事業上
の関係

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

鈴与システ
ムテクノロ
ジー株式会
社
（注１）

静岡市
　清水区

20,000

ｼｽﾃﾑ開
発事業・
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ
ｿﾌﾄ開発
販売事
業・運用
ｻｰﾋﾞｽ事
業他

15%
兼任
１名

システム開発
および保守、
コンピュー
ターおよび周
辺機器の販
売

システム開発
および保守費
用、コンピュー
ターおよび周
辺機器購入費
用（注８）

32,815 未払金 6,406

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

静岡ビル
サービス株
式会社
（注１）

静岡市
　清水区

30,000

建築物
等管理
保全事
業・清掃
業・保安
警備事
業他

― ―
保守管理・清
掃委託

保守管理料・
清掃料の支払
（注９）

197,733 未払金 38,861

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

鈴与セキュ
リティサービ
ス株式会社
（注１）

静岡市
　清水区

20,000

ｵﾌｨｽｾ
ｷｭﾘﾃｨ・
施設警
備・警備
機器販
売事業
他

― ―
機械警備保
障

機械警備料の
支払
（注１０）

10,358 未払金 403

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社

株式会社エ
スパルス
（注１）

静岡市
　清水区

90,000
サッカー
クラブの
運営

― ―
学校法人の
広告宣伝

広告宣伝費の
支払
（注１１）

11,000 未払金 0

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）　当法人の理事及びその近親者が議決権の過半数を保有している。

（注２）　派遣等の職員の採用については、株式会社ベルキャリエール以外からも複数の業者に依頼を行い決定している。

（注３）　施設の賃貸は、近隣の賃貸条件を勘案した上で協議し、賃貸契約を締結している。

（注４）　施設の賃貸は、近隣の賃貸条件を勘案した上で協議し、賃貸契約を締結している。

　　　　　書類保管および機密文書廃棄については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

　　　　　出向に関する覚書に基づき、出向者に係る人件費相当額を支払っている。

（注５）　校舎の建築については、指名競争入札により決定している。

　　　　  その他施設修繕については、鈴与建設株式会社以外からも複数の見積りを入手し、見積競争の上、発注先 ・発注金額を決定している。

（注６）　電力およびプロパンガスについては、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

（注７）　その他施設修繕については、鈴与リニューアル株式会社以外からも複数の見積りを入手し、見積競争の上、発注先 ・発注金額を決定している。

（注８）　システムの開発および保守について、鈴与システムテクノロジー株式会社以外からも複数の業者に依頼を行い決定している。

           コンピューターおよび周辺機器の購入については、鈴与システムテクノロジー以外からも複数の見積りを入手し、見積競争の上、

　　　　  発注先 ・発注金額を決定している。

（注９）　保守管理・清掃委託については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

（注１０）機械警備保障については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

（注１１）広告宣伝費の支払については、市場価格を勘案し、一般的取引条件と同様に決定している。

　　　イ）出資会社　　 なし

⑧学校法人間財務取引 なし

（単位 ：千円）

関係内容
取引の
内　容

取引金額 勘定科目 期末残高
議決権
の所有
割合

属性
役員、
法人等
の名称

住所
資本金
又は

出資金

事業
内容又
は職業
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（１）令和元年度 決算の概要 

 

①経営状況の分析 

 ア）-1 事業活動収支計算書の分析 
全在籍者数は、着実に増加し続け、令和 4 年度も学園創立以来、過去最高を更新した。

入学者数では、初の 3 千人台、総在籍者数においても初の 8 千人台となった。事業活動

収入（総収入）では、令和元年度から令和４年度で 10 億 7,000 万円の増加となった。 
令和 4 年度の「教育活動収支」（※1）においては、コロナ禍により過去未入国となっ

ていた日本語学院 2 校の学生が入学し、在籍者数を大きく伸ばしたことに伴う学納金収

入の増収があったが、電気料金の大幅な高騰や、中高部門のスクールバス委託経費の増

加、静岡理工科大学土木工学科校舎完成に係る諸経費等が計上されたことなどにより対

前年度比 2 億 2,000 万円の減益となった。  
以上の結果「基本金組入前当年度収支差額（企業会計における当期損益）」（※3）では、

上述の大幅な支出増もあったが、4 億 9,400 百万円を確保し、第 4 次中期計画の目標値 
4 億円に対して、1 億円上回る結果となった。 

  
ア）-2 収支差額の増減分析(対前年度) 

収入の主となる「学納金収入」では、在籍者数の増加により、法人全体で対前年度比 
2 億 8,800 百万円の増加となった。（※1） 
「補助金収入」では、高等教育無償化に伴う授業料等減免補助金で増加した他、令和 4

年度に静岡県の補助金事業として行われた、学生への給付金「学びの継続支援事業補助

金」が計上され増収となっている。（同額を教育研究経費の奨学費支出として計上してい

る）（※2、※5） 
「付随事業収入」では、中高部門のスクールバス利用料収入で減収となった。（※3） 
事業活動支出の約 5 割を占める「人件費」では、在籍者数の増加に伴い学園全体の教

職員を増員し、約 1 億円の増加となった。（※4） 
「教育研究経費・管理経費」では、電気料金の大幅な高騰、中高部門のスクールバスの

委託費用の増加など外的要因等によるやむをえない費用の負担増があった他、静岡理工

科大学の土木工学科校舎完成に係る諸経費の計上など大幅な費用の増加となった。（※5） 

（３）経営状況の分析、経営状況の成果と課題、今後の方針・対応方策 
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ア）-3 部門別の収支状況 

「大学部門」では、平成 29 年度から令和 2 年度まで 4 期連続増収・増益であったが、

令和 3 年度、令和 4 年度の入学者数の減少により、平成 28 年度以来の赤字決算（△9,200
万円）となった。 
「中学・高校部門」では、部門全体での在籍者数が増加し、それに伴い学納金収入では

増収となったが、スクールバス運営委託費の増加が響き前期比減益となるも、部門損益

では 1 億 1,000 万円の黒字を確保した。 
「専門学校・日本語学院部門」は、専門学校 6 校、日本語学院 2 校において在籍者数を

大きく伸ばし増収・増益（令和 3 年度比 4 億円増収、1 億 4,000 万円増益）となった。  
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イ）貸借対照表の分析 

令和 4 年度の「資産総額」は、令和 3 年度決算額の 405 億 6,700 万円に対し 4 億 4,500
万円増加の 410 億 1,200 万円となり 11 期連続の増加となった。資産総額に占める純資

産の割合を示す「純資産構成比率」は 91.1％であり、長期借入金・短期借入金もないこ

とから、健全な財務体質を維持していると言える。 
※参考：令和 3 年度 全国平均「純資産構成比率」は、88.0％ 
「有形固定資産」は、御幸町再開発ビル建築費用の支払いや静岡理工科大学土木工学

科校舎完成に伴う支払いなど、施設・設備等の取得により前年比 10 億 2,200 万円の増加

となった。（※1）「特定資産」は、減価償却引当特定資産の期末繰入等により 3 億 4,700
万円の増加となった。「その他の固定資産」は、令和 4 年度に開始したプライベートエク

イティファンドへ 1 億 7 千万円の払込みを行ったが、債券の満期償還が 8 億円あったた

め、6 億 3,000 万円の減少となった。（※2）また「流動資産」は、上述の資産取得など施

設設備関連の投資で 24 億円の資金支出があったが、長期有価証券の満期償還金が現預金

へ振り替わっているなどもあり、前年比△2 億 9,400 万円の減少に留まり、令和 4 年度

末時点では 54 億 7,800 万円となった。（※3） 
 

ウ）活動区分資金収支計算書の分析 

令和 4 年度期末の「現預金残高」は、令和 3 年度期末残高 44 億 1,500 万円から 2 億

1,700 万円減少した 41 億 9,800 万円となった。御幸町再開発ビル建物相当代金支払や静

岡理工科大学土木工学科校舎完成による支払いが行われたことにより、現金及び同等物

（短期預金等）は減少した。 
 「教育活動による資金収支」では、「学納金」など本業の収入が支出を上回り 14 億

8,900 万円の資金増となった。（※1）「施設整備等活動による資金収支」では、上述の大

型投資計画など、令和 4 年度中の施設設備計画の支出で約 24 億円の資金減（キャッシュ

アウト）となった。（※2）「その他の活動による資金収支」では、有価証券（債券）の満

期償還等により約 7 億円の資金増となった。（※3）「施設整備等活動による資金収支」に

よる資金減があったが、「教育活動による資金収支」、「その他の活動による資金収支」に

おいて資金増となったため、令和 4 年度中の資金の増減は 2 億円の減少に留まった。 
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活動区分資金収支計算書 現預金残高の推移            （単位：百万円） 

 

エ）経営判断指標に基づく学校法人経営状況の区分による分析 

   日本私立学校・共済事業団の指標に基づき自己診断したところ、本法人はＡ3 区分

に分類され、財務状況は「正常状態」にある。 
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② 経営上の成果と課題 

 

 

第 4 次中期計画の初年度である令和 4 年度も、コロナ禍に翻弄された 1 年間であった

が、第 3 次中期計画期間から「教育を止めない」という決意と覚悟をもって、各現場の

教職員が工夫を重ね成果を上げてきたことにより、全在籍者数は着実に増加し続け、令

和 4 年度は、学園創立以来、過去最高を更新した。入学者数では、初の 3 千人台（入学

者数 3,226 人）、総在籍者数においても初の 8 千人台（8,236 人）となった。 また、総在

籍者は、平成 29 年度（第 3 次中期計画初年度）から令和 4 年度で 1,446 人増加と大きく

伸ばしている。事業活動収入においても 18.3 億円の増加となった。その結果、令和 4 年

度期末決算の基本金組入前当年度収支差額では、4.9 億円となり、第 4 次中期計画の初年

度目標値（4 億円）より 1 億円の増益となった。 
しかし、令和3年度と令和4年度においては、静岡理工科大学の学部入学者数が募集定

員を下回り（学部生入学者数 募集定員との差：令和3年度85人、令和4年度97人）、そ

のことによる在籍者数の減少が卒業年度まで4年間続くことによる収入面の圧迫が懸念

される。 
また、支出面では、昨今の電気料金の高騰など物価上昇による経費増や令和5年度末

に完成予定の御幸町再開発ビルなどの大型設備投資による減価償却費の負担増が見込ま

れることから、安定的な学生数の確保により収入を漸増させる経営を行うことが課題で

ある。 
 

 
 

③ 今後の方針・対応方策 
 

令和 4 年度から始まった第 4 次中期計画を基礎とし、御幸町プロジェクト並びに各部

門が掲げる施策により地域社会との連携を深めるとともに、広く当学園の教育研究活動

の発信力を高め、ブランド力を飛躍的に向上させることで、学園の更なる発展を図って

行く。また、御幸町プロジェクトの先を見据えた長期計画と目標を作り、着実に財源を積

み上げるべく、大学・中高・専門学校・日本語学校の各部門が目標入学者を確保する。 
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本法人の会計は、 

学校法人会計は、「学校法人会計基準」 

    収益事業会計は、「一般に公正妥当と認められる企業会計の原則」 

に準拠しております。 

 

【学校法人会計における各計算書の定義】 

 
貸 借 対 照 表：年度末における財政状態を表すもので、学校法人の教育活動を維持・継続するために、 

必要な保有資産の状況を示すための会計資料です。 
 
資金収支計算書：学校法人の当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入および支出の内容と、 

支払資金の収入および支出の顛末を明確に示す会計資料です。 
 
活動区分資金収支計算書：資金収支計算書の収支内訳を「教育活動」「施設整備等活動」「その他の活動」の 
        ３つの活動区分に分類し、資金の流れを示す会計資料です。 
 
事業活動収支計算書：学校法人が当該会計年度の事業活動における収入および支出の内容と、収支の均衡状

態を明確にし、永続的な維持・運営をするための会計資料です。 
「事業活動収支」「事業活動外収支」と「特別収支」に区分され、その収支差額の合

計（＝基本金組入前当年度収支差額）から基本金組入額を差し引いたものが「当年度

収支差額」であり、学校会計では収支均衡が求められています。また、繰越収支差額

において学校法人の純資産の増減が計算され、長期の収支バランスを見ることができ

ます。 
 

【各科目の平易な説明】 
 

資金収支計算書の科目 

（収入） 

学生生徒納付金収入：学生生徒からの授業料や入学金など。 

手 数 料 収 入：入学検定料や証明書発行手数料など。 

寄 付 金 収 入：教育研究のための寄付金や用途指定のない寄付金。 

補 助 金 収 入：国や地方公共団体からの補助金。 

資産売却収入：固定資産の売却収入、有価証券の売却収入。  

付随事業・収益事業収入：スクールバス、受託研究などの収入、また、収益事業からの収入。 

受取利息・配当金収入：預金や有価証券等の利息。 

雑 収 入：上記の収入以外の収入。退職者に対する退職金財団からの交付金など。 

借 入 金 収 入：私学振興・共済事業団や銀行からの借入による収入。 

前 受 金 収 入：翌年度に入学する学生生徒に係る学生生徒納付金など。 

その他の収入：前期末未収入金収入、貸付金回収収入、預り金受入れ収入など。 

資金収入調整勘定（△）：当該年度の諸活動に対応する収入のうち、資金の収入が当年度中に行われず、前年度

又は翌年度に行われる収入項目に対応する勘定。期末未収入金（当該年度に計上すべ

き収入で翌年度以降に入金されるもの）、前期末前受金（当該年度に計上すべき収入

で前年度以前に入金されたもの）など。 

前年度繰越支払資金：前年度の支払資金残高。 
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資金収支計算書の科目 

（支出） 

人 件 費 支 出：教職員の人件費や退職金など。 

教育研究経費支出：教育・研究活動に直接要する経費。減価償却額は事業活動支出のみに計上。 

管理経費支出：役員の業務執行、教職員の福利厚生など管理運営の経費 及び学生募集に要する経費。 
借入金利息支出：借入金に対する利息。 

借入金返済支出：借入金の返済。 

施設関係支出：土地、建物などの固定資産への支出。 

設備関係支出：備品、図書、車両などの固定資産への支出。 

資産運用支出：有価証券の購入支出や特定資産への繰入支出など。 

その他の支出：預り金支払支出、前払金支払支出など。 

資金支出調整勘定（△）: 当該年度の諸活動に対応する支出のうち、資金の支出が当年度中に行われず、前年度

又は翌年度に行われる支出項目に対応する勘定。期末未払金、前期末前払金など。 

翌年度繰越支払資金：年度末の支払資金残高。 

 

事業活動収支計算書の科目 

（教育活動収支：収入） 

学生生徒等納付金：学生生徒からの授業料や入学金など。 

手 数 料：入学検定料や証明書発行手数料など。 

寄 付 金：施設設備以外の寄付金や用途指定のない寄付金。 

経常費補助金：国や地方公共団体からの補助金のうち施設設備以外の補助金。 

付随事業収入：スクールバス、受託研究などの収入。 

雑 収 入：上記の収入以外の収入。退職者に対する退職金財団からの交付金など。 

（教育活動収支：支出） 

人 件 費：教職員の人件費や退職金など。 

教育研究経費：教育・研究活動に直接要する経費。減価償却額が含まれる。 

管 理 経 費：役員の業務執行、教職員の福利厚生など管理運営の経費 及び学生募集に要する経費。 
減価償却額が含まれる。 

徴収不能額等：債権（主に貸費奨学金）の回収不能に対する引当金の繰入額など。 

（事業活動外収支：収入） 

受取利息・配当金：預金の利息や有価証券等の運用益。 

その他の教育活動外収入：上記以外の教育活動外収入。収益事業収入。 

（事業活動外収支：支出） 

借入金等利息：借入金に対する利息。 

その他の教育活動外支出：上記以外の教育活動外支出。通常、本学では該当する支出はない。 

（特別収支：収入） 

資産売却差額：固定資産や有価証券を売却した際の対価が、帳簿残高を上回った場合の差額。 

その他の特別収入：施設設備の寄付金や現物寄付、施設設備の補助金など。 

（特別収支：支出） 

資産処分差額：固定資産や有価証券を売却（処分）した際の対価が、帳簿残高を下回った場合の差額。 

その他の特別支出：上記以外の特別支出。災害損失や過年度修正額が挙げられるが、通常は発生しない。 

基本金組入前当年度収支差額：経常収支差額＋特別収支差額で計算される。 

基本金組入額合計（△）：諸活動に必要な資産を継続的に保持するために維持すべき額として組み入れる額。 

当期に取得した固定資産の額など。 

-55-



学校法人会計の特徴と企業会計との相違点

資金収支計算書

※１　期末未払金など当該会計年度に含めない資金
※２　前期末前受金など当該会計年度に含めない資金

活動区分資金収支計算書 キャッシュフロー計算書

Ⅰ 教育活動による資金収支 Ⅰ 営業活動によるキャッシュフロー

Ⅱ 施設整備等活動による資金収支 Ⅱ 投資活動によるキャッシュフロー

Ⅲ その他の活動による資金収支 Ⅲ 財務活動によるキャッシュフロー

Ⅴ 前年度繰越支払資金 Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ 翌年度繰越支払資金（Ⅳ+Ⅴ） Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高（Ⅳ+Ⅴ）

事業活動収支計算書 損益計算書

貸借対照表 貸借対照表

当年度収支差額

特別支出

基本金組入前当年度収支差額（＝③＋④）

基本金組入額合計

法人税、住民税及び事業税

当期純利益

特別収支差額④

剰余金

一定時点における資産、負債、純資産の内容及び金額を示し、
企業の財政状態を明らかにする計算書。
原則として、流動性配列法となっている。

年度末における資産、負債、基本金、繰越収支差額の内容及
び金額を示し、学校法人の財政状態を明らかにする計算書。
学校法人における固定資産の重要性から、固定性配列法と
なっている。

基本金

繰越収支差額

流動負債

固定負債
固定資産

資本金

流動資産
固定資産

流動資産

固定負債

流動負債

翌年度繰越支払資金

支出調整（※１）

当該会計年度における諸活動に関する全ての事業活動収入及
び事業活動支出の内容及び収支均衡の状態を明らかにする計
算書。
「収支の均衡」とは、自己資金で取得した固定資産の取得額
である基本金組入額分を事業活動収入と事業活動支出の差額
から控除した後の金額が、０である状態をいい、一般的に学
校法人会計では収支が均衡していることが望ましいとされて
いる。

教育活動外収入

特別収入

教育活動収入

教育活動支出

Ⅳ 支払資金の増減額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）

資金収支計算書に記載される資金収入および資金支出の決算
額を「教育活動」「施設整備等活動」「その他の活動」の３
つの活動に区分し、どのような活動により資金が流れている
かを表す計算書。

前年度繰越支払資金

収入調整（※２）

教育活動外収支差額②

教育活動収支差額①

経常収支差額③（＝①＋②）

教育活動外支出

学校法人とは、私立学校の設置を目的として、私立学校法の定めるところにより設置された法人のことを指します。
企業が営利を目的とした事業活動を行うのに対し、学校法人は学校運営により教育研究活動を遂行することを目的としています。
学校法人は、学生生徒へ質の高い教育研究活動を提供するため、安定した経営の元、その活動を永続的に継続維持していくことが求められ
ており、その目的の違いから、企業会計とは異なる「学校法人会計基準」に従い会計処理を行います。
学校法人会計基準により作成が義務付けられている「資金収支計算書」「事業活動収支計算書」「貸借対照表」の計算書と企業会計におけ
る計算書には下記のような相違点があります。

当該会計年度における諸活動に関する全ての収入及び支出の
内容を明らかにし、資金（現金及び預金）の収入及び支出の
顛末を表す計算書。

学 校 法 人 会 計 企 業 会 計

資金支出 資金収入

営業外費用

特別利益

特別損失

税引前当期利益

経常利益

当該会計年度における現金及び預金の流入出を示す計算書。
「営業活動」「投資活動」「財務活動」の3区分で表示されて
おり、資金がどのような活動により流動したかを表す。

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）

当該会計年度における全ての収益と費用とを対比し、経営成績
（収益の状態）を明らかにする計算書。

　　　　　　　売上高

営業外収益

営業利益

　　　　　　　　売上総利益

　　　　　　　　販売管理費

　　　　　　　売上原価
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